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巻 頭 言 

 

 

中尾 成邦 

              前 IAPH協力財団会長 

              前 IAPH日本会議会長 

 

 

IAPHとの 25 年 
 

IAPH協力財団会長を、今年３月、IAPH日本会議会長を７月に退任いたしまし

た。 

会長在任中、いろいろと支援していただいた、日本会議の会員の皆様、また業

務のほとんどを支えてくれた事務局の皆様、本当にありがとうございました。 

 私の IAPH との関わりは、1999 年の IAPH クアラルンプール総会から始まりま

す。 

北九州市港湾局に勤務していましたが、前任者から、「IAPH技術委員会のメン

バーなので、総会に出席してね！」との引継ぎがあり、初めて出席したのが、ク

アラルンプール総会です。 

当時は、港湾局 OB,あるいは管理者 OB の方々が大勢出席されていて皆様、楽

しそうにすごされていたことが印象に残っています。 

 この総会では、井上聡史さんが事務総長に就任されました。 

 過去から現在までの総会を振り返ってみます。 
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表―１ IAPH総会年次表 

総会 開催年月日 都市 国 

準備会合 1952 年 10月 9-11 日 神戸 日本 

第１回 1955 年 11月 7-10 日 ロサンゼルス 米国 

第 2 回 1959 年６月 22-25 日 メキシコシティ メキシコ 

第３回 1963 年 5月 1-4 日 ニューオリンズ 米国 

第 4 回 1965 年 5月 10-14 日 ロンドン 英国 

第 5 回 1967 年 5月 8-13 日 東京 日本 

第 6 回 1969 年 3月 3-8 日 メルボルン オーストラリア 

第 7 回 1971 年 6月 6-12 日 モントリオール カナダ 

第 8 回 1973 年 5月 6-12 日 アムステルダム/ 

ロッテルダム 

オランダ 

第 9 回 1975 年 3月 8-15 日 シンガポール シンガポール 

第 10 回 1977 年 4月 24-30 日 ヒューストン 米国 

第 11 回 1979 年 5月 12-19 日 ドーヴィル/ 

ルアーブル 

フランス 

第 12 回 1981 年 5月 23-30 日 名古屋 日本 

第 13 回 1983 年 6月 4-11 日 バンクーバー カナダ 

第 14 回 1985 年 5月 4-10 日 ハンブルク ドイツ 

第 15 回 1987 年 4月 25 日‐5 月 1 日 ソウル 韓国 

第 16 回 1989 年 4月 22-28 日 マイアミ 米国 

第 17 回 1991 年 5月 5-11 日 バルセロナ スペイン 

第 18 回 1993 年 4月 17-23 日 シドニー オーストラリア 

第 19 回 1995 年 6月 10-16 日 シアトル/タコマ 米国 

第 20 回 1997 年 5月 31 日-6 月 6日 ロンドン 英国 

第 21 回 1999 年 5月 15-21 日 クアラルンプール マレーシア 

第 22 回 2001 年 5月 19-26 日 モントリオール カナダ 

第 23 回 2003 年 5月 24-30 日 ダーバン 南アフリカ 

第 24 回 2005 年 5月 21-27 日 上海 中国 

第 25 回 2007 年 4月 27 日-5 月 4日 ヒューストン 米国 

第 26 回 2009 年 5月 25-29 日 ジェノバ イタリア 

第 27 回 2011 年 5月 23-27 日 釜山 韓国 

第 28 回 2013 年 5月 6-10 日 ロサンゼルス 米国 

第 29 回 2015 年 6月 1-5 日 ハンブルク ドイツ 

第 30 回 2017 年 5月 7-12 日 バリ インドネシア 
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第 31 回 2019 年 5月 6-10 日 広州 中国 

第 32 回 2021 年 6月 21-25 日 アントワープ 

（オンライン） 

ベルギー 

第 33 回 2022 年 5月 16-18 日 バンクーバー カナダ 

第 34 回 2023 年 10月 31 日- 

11月 2 日 

アブダビ アラブ首長国連邦 

第 35 回 2024 年 10月 8-10 日 ハンブルク ドイツ 

 

表―２ 中間年総会年次表 

中間年総会 開催年月日 都市 国 

第 1 回 1960 年５月 19-20 日 ホノルル 米国 

第 2 回 1962 年 3月 7 日 台北 中華民国 

第 3 回 1964 年 5月 26-27 日 サンフランシスコ 米国 

第 4 回 1966 年 2月 13-16 日 ロサンゼルス 米国 

第 5 回 1968 年 1月 16-20 日 ニューオリンズ 米国 

第 6 回 1970 年 2月 10-12 日 シンガポール シンガポール 

第 7 回 1972 年 5月 2-5 日 リスボン ポルトガル 

第 8 回 1974 年 3月 27-28 日 オークランド ニュージーランド 

第 9 回 1976 年 4月 25-27 日 キュラソー オランダ領 

第 10 回 1978 年 4月 6-7 日 モンバサ ケニヤ 

第 11 回 1980 年 4月 21-22 日 ブリスベン オーストラリア 

第 12 回 1982 年 5月 3-5 日 アルバ オランダ領 

第 13 回 1984 年 5月 22-24 日 グラスゴー 英国 

第 14 回 1986 年 4月 9-10 日 オークランド ニュージーランド 

第 15 回 1988 年 4月 25-29 日 アビジャン コートジボアール 

第 16 回 1990 年 5月 6-11 日 フリーマントル オーストラリア 

第 17 回 1992 年 5月 7-8 日 チャールストン 米国 

第 18 回 1994 年 6月 1-3 日 コペンハーゲン デンマーク 

第 19 回 1996 年 4月 22-24 日 バリ インドネシア 

第 20 回 1998 年 4月 27 日-5 月 1日 ニューオリンズ 米国 

第 21 回 2000 年 5月 12-18 日 マルセイユ フランス 

第 22 回 2002 年 4月 19-25 日 アブダビ アラブ首長国連邦 

第 23 回 2004 年 4月 25-28 日 チャールストン 米国 

第 24 回 2006 年 4月 9-12 日 ムンバイ インド 

第 25 回 2008 年 4月 14-17 日 ダンケルク フランス 
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第 26 回 2010 年 6月 7-9 日 サバンナ 米国 

第 27 回 2012 年 5月 21-24 日 エルサレム イスラエル 

第 28 回 2014 年 4月 6-10 日 シドニー オーストラリア 

第 29 回 2016 年 5月 10-13 日 パナマ パナマ 

第 30 回 2018 年 5月 8-11 日 バクー アゼルバイジャン 

第 31 回 2020 年 3月 17-19 日 ※アントワープ ベルギー 

※新型コロナのため中止 

 

 第１回はロスアンゼルス、第３回以降は、２年ごとに開催されており、今年は

第 35回総会がハンブルグで開催されます。 

 また 1960年からは、中間年総会として、２年ごとの総会の間の年に、総会よ

り若干小規模な会合が開催されてきました。 

 ただ、最近（この 10年くらいでしょうか？）、２年ごとの総会も、中間年総会

もあまり差がなくなり、毎年一回総会が開催されているという印象になってき

ました。 

 私は、第 21回クアラルンプール総会以降、ヒューストン、ジェノバ、プサン、

ロスアンゼルス、ハンブルグ、バリ、広州の８大会と、中間年総会パナマ、バク

ーに参加しております。 

 今年のハンブルグにも参加予定ですので、計 11回の出席です。 

この中で、印象に残った２つの総会を紹介します。 

 まずは、第 26回ジェノバ総会です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ ウェルカムパーテイ会場前で（中尾夫妻） 
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最近の総会は、だいぶ簡素に

なり、同伴者のツアーなどはな

くなったようですが、たぶんジ

ェノバの総会が最後の「豪華？」

な、まさに国際親善そのものの

総会だったような気がします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－２ GALAディナー、16～17 世紀の宮殿内で（日本人参加者） 

 

写真―３ 同伴者ツアーで海からジェノバ港視察 

 

そしてもう一つ印象的だったのは、第 30回中間年総会バクーの大会です。 

 カスピ海に面した港町、アゼルバイジャンの首都バクー、なかなか日本からは、
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そしてもう一つ印象的だったのは、第 30回中間年総会バクーの大会です。 

 カスピ海に面した港町、アゼルバイジャンの首都バクー、なかなか日本からは、

行くことのない国です。現代と中世が入り混じったユニークな街でした。 

                                    

総会や懇親会は、近代的な

会議場での開催、宿泊先も、旧

ソ連領でよくある機能的では

ありますが、あまり味気のな

いホテルでした。ただ、街中は、

超近代的な建物や、Ｆ１レー

スの行われる市内は賑やかで

したが、中世 10～12世紀の城

壁や建物もあり、魅力的な街

並みでした。 

 

写真－４ 超近代的な建物と、旧城壁 

  

そして驚いたのは、入国 VISA料金が、日本だけ？FREEだったのです。欧州諸

国は€35，米国などは＄25です。 

写真－５ アゼルバイジャン入国 VISA料金一覧表 
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 アゼルバイジャンは最近まで（2017年）、ODA援助の一番が日本だったからで

しょうか？ 

 何故かいまだに解りません！ 

 その他にも、整った街並みのハンブルグ、旧スペイン遺跡の残るパナマ、など

記憶に残る総会がありました。 

 それにもまして、総会、そのものの議事、「最新の世界の港湾事情」が幅広く

理解できる内容になっていました。 

 これから海外業務に携わりたい、「現役」の若い方々、あるいは現役を退いた

OBの皆様で、海外の港湾に興味のある方、一度、IAPH総会に参加されてみては

いかがでしょうか？ 

 特に、来年 2025年の総会は神戸です。 

私も一会員として、これからも総会にできる限り参加するつもりです。 

 では、皆様、今年のハンブルグ総会、来年の神戸総会でお会いしましょう！ 
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国際港湾協会の最近の動向 

 

       古 市 正 彦 

国際港湾協会 事務総長 

 

 

 

 

 

2023 年 12月末をもって退任した中南米地区副会長の欠員補充選挙が行われた結果、ブラ

ジルの Port of Açu の Vinicius Patel 氏（Director of Port Administration）が当選し、

2024 年 3 月 22 日より同地区の副会長に就任しました。これで初代 Tesa Major 氏、2 代目

Jose Firmo 氏に続いて連続で Port of Açu から同地区の副会長が選任されたことになりま

す。中南米地区では IAPH 活動に最も積極的な港湾でもあり、益々の活躍が期待されます。 

 

 

IAPH の 2023 年決算については、2024 年 3 月 11 日に内部監査委員会（Gerd Ramdohr 委員

長【ハンブルグ港湾局】、伊東慎介委員【横浜港埠頭（株）】）による監査を受け、期間中

の収支計算および期末の財産状況が公正にしてかつ正確であることが認められました。この

決算は 2024年 4 月 24 日にオンライン開催された IAPH Board でも承認されました。 
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・2023 年の IAPH 会計の総収入は、会費への物価スライド導入（2023年は+7.138％）および

会員数の純増（正会員 8 社、賛助会員 10 社）により、予算で想定していた 1 億 5,908 万円

に対し 1 億 5,849 万円でした。また、2023 年の IAPH 単独会計の総支出は、予算で想定して

いた 1 億 9,657 万円に対し 2 億 231 万円でした。 

・その結果、ESI Program の間接的な管理費として内部費用分担金 3,323 万円を計上するこ

とで、収支は 1,059 万円の赤字でしたが、投資有価証券評価損 150 万円および引当金戻入益

596 万円を計上した結果、最終的な赤字額は予算想定より微減の 613 万円となりました。

2017 年以降続いてきた赤字基調の潮目が 2023年決算で変わり、なんとか収支をほぼ均衡さ

せることができました。 

 

 

・2023 年の ESI Program 会計の総収入は、予算で想定した 2 億 3,069 万円に対し 3 億 365

万円でした。この収入増加は、予算策定時には予想できなかった約 1,500 隻の船舶からの過

年度分（2021 年及び 2022 年）の追加支払いによるものです。また 2023 年の ESI Program

会計の総支出は、予算で想定した 2 億 893 万円に対し 1 億 9,385 万円でした。 

・その結果、収支は、投資有価証券評価益 193 万円および内部費用分担金 3,323 万円を計上

することで税引前利益として 7,658 万円でした。ESI Program 会計では 2,607 万円の法人税

支払いを計上した結果、税引後利益は 5,244万円と予算想定を大幅に超えましたが、これは

将来の IMO の規制基準の強化に対応するなど ESI Program の開発・維持などに役立てる ESI 

Program 安定化基金に蓄えられることとなります。 
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（内部留保） 

2023 年末の IAPH 会計の純資産総額は 2 億 6,021 万円への微減に留まりました。また、

2023 年末の ESI Program 安定化基金は 1 億 208 万円へと大幅に増加しました。これは将来

の ESI Program の維持及び開発のために限定して利用されるものです。ただし、この基金に

は、この基金を利用して開発した ESI Program の「データベースシステム」構築に投入した

3,548 万円が無形固定資産として含まれていることに留意が必要です。 

 
 
 



11

ドイツのハンブルグで開催される 2024 年の世界港湾会議（2024 年 10 月 8 日（火）～10

日（木））については、既に登録が開始されていますので、日本の会員の皆様には奮ってご

参加いただきますようお願い申し上げます。さらに、会員企業の皆様には、世界港湾会議

（ハンブルグ）でのスポンサーシップの募集が行われていることをお知らせ致します。会員

企業様のブランド力アップ、更には自社製品やサービスのプロモーションのためにこの機会

を是非ともご活用いただきますよう重ねてお願い申し上げます。 

 

スポンサーシップの種類と特典の概要 

種類 金額 総会参加パス 
割引参加パス

（EUR 754） 

会社ロゴの

様々な表示 

P&H への広

告掲載 

プラチナ EUR 39,250 8 名分 2 名分 あり 1 ページ 

ゴールド EUR 28,150 6 名分 2 名分 あり 1/2 ページ 

シルバー EUR 18,500 4 名分 1 名分 あり なし 

ブロンズ EUR 12,750 3 名分 1 名分 あり なし 

 スポンサーシップにご興味がおありの方は、会議運営会社 Mercator Media の担当者に直

接メール（wpcsponsorship@mercatormedia.com）でお問い合わせいただくか、IAPH東京事

務局の山本（s_yamamoto@iaphworldports.org）までご連絡ください。 
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―表紙写真提供「東京港埠頭株式会社」からの寄稿― 

 

「世界に誇るリーディングポート・東京港を未来へつなぐ」 

服部 浩

東京港埠頭株式会社 

代表取締役社長

 

   

日本経済の中心である首都東京において、グローバルなモノの往来で日本と世界を

つなぐ国際物流機能及び水辺空間を提供する東京港は、首都圏 4,000 万人の社会経済

活動を支える物流基地として大きな発展を遂げてまいりました。 

 

東京港や臨海部の最前線で重要インフラを支える当社は、物流 2024 問題や少子高齢

化等の社会情勢に加え、自然災害等のリスクに対応するとともに、DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）による効率化や脱炭素化社会の実現に向けた取組を推進し、

「東京港を未来へつなぐ」ことが求められています。 

 

2028 年度（令和 10 年度）で民営化 20 周年の節目を迎える当社は、このような社会

経済状況の変化や東京都が昨年 12 月に改訂した東京港第９次改訂港湾計画等を踏ま

え、本年３月に、東京港の未来へとつなぐ羅針盤として、2024 年度（令和 6 年度）か

ら 10 年間を見据えた経営ビジョン「CONNECT TO THE FUTURE」及びその前半の５年間

における具体的な取組を示す経営戦略（第６期中期経営計画）を策定しました。 

 

経営戦略の策定にあたっては、将来にわたり当社の存在意義を示す経営理念の見直

しから行っています。社会情勢の変化などがあっても、最後に立ち返るべき行動原則

を整理し、社員にも浸透しやすいシンプルな内容でまとめました。 

 

【経営理念】 

私たちは、世界とつながるリーディングポートである東京港と臨海部の持続的な

発展を追求し、日本経済の活性化に貢献します。 
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この経営理念の下、経営ビジョン、経営戦略を策定しました。 

 

 

経営戦略では、経営ビジョンに基づき、「Smart＆Innovation」「Diversity＆Inclusion」

「Sustainable」「Resilience」「Governance」の５つの観点で施策を掲げています。

「Smart＆Innovation」は、当社の主力事業である外貿埠頭事業、「Diversity＆

Inclusion」は、クルーズターミナルや海上公園など、当社が指定管理者として実施し

ている事業を領域としています。この２大事業の横串を指すようにまたがる形で環境

への取り組みを「Sustainable」、安全安心への取り組みを「Resilience」、会社経営の

基盤を強化する「Governance」を位置づけています。 

 

経営戦略に掲げる５つの観点 
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東京港のコンテナ埠頭は、品川コンテナ埠頭、青海コンテナ埠頭、大井コンテナ埠

頭及び中央防波堤外側コンテナ埠頭の計４つであり、全体で約 408 万ＴＥＵ（令和５

年）の外貿コンテナ貨物を取り扱っています。 

東京港では、近年のコンテナ船の大型化の進展及びコンテナ貨物量の増加に対応す

るため、中央防波堤外側に外貿コンテナ埠頭の整備を進めています。平成 29 年 11 月

１日にＹ１ターミナルが、令和 2年 3 月 23日にはＹ２ターミナルがそれぞれ供用を開

始しています。現在、新たに Y3ターミナルの整備を進めており、令和 9年度（2027年

度）中に完了する予定です。その後、Y3 ターミナルを種地として、大井埠頭の再編整

備に着手していきます。 

また、青海埠頭においても遠隔操作ＲＴＧの導入などの取組を進めるなど、引き続

き東京港全体の処理能力を高めるとともに、ターミナル機能の強化を推進していきま

す。 

中央防波堤外側コンテナターミナル 
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当社では、東京港周辺の交通混雑に対し、ストックヤードの整備運営、ゲートオー

プン時間の拡大、東京港ポータルサイト等での情報提供により、夕方に集中する車両

の分散化を図ってきました。しかしながら、季節や時間帯によっては、交通混雑が発

生していることから、コンテナターミナルの周辺道路における混雑状況の見える化や

コンテナ搬出入の予約制を導入するなど、デジタル技術を活用した対策に取り組んで

います。 

 

混雑状況の見える化については、令和３年７月から、ＧＰＳを活用し各コンテナタ

ーミナルの待機時間をリアルタイムに発信する「東京港コンテナターミナル所要時間

等の見える化システム」の運用を開始し、令和５年４月からは、ターミナル退出後の

道路混雑状況についても公開しています。運用事業者の皆様の協力により、今年２月

には、コンテナトレーラーに搭載する専用ＧＰＳの配布台数について、当初目標とし

ていた 1,500 台を達成することができました。これにより情報の精度が高まるものと

して期待しています。また今年度は、これまで蓄積されたデータをもとに、コンテナ

ターミナル毎の時間帯別・曜日別等の混雑状況の分析結果も新たに公表する予定です。 

 

コンテナ搬出入の予約制については、令和 4 年 7 月から、国土交通省が進める新・

港湾情報システム「CONPAS」の活用を大井埠頭コンテナターミナルで開始しました。

令和５年度は約２万台のトラックが予約制を利用し、予約車の平均ゲート待機時間が

短縮されるなど、一定の効果が確認されています。 

 

引き続き、円滑な港湾物流の確保のための対策を、港湾管理者である東京都港湾局

と協力して実施していきます。 

 

 

 

東京港コンテナターミナル所要時間等見える化システム（画面イメージ） 
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当社では、これまでご説明してきた外貿埠頭事業に加え、クルーズターミナルや海

上公園等の指定管理者事業を実施しています。 

昨年 5 月に新型コロナウイルス感染症法上の位置付けが５類に移行されたことによ

り経済活動が活発化し、クルーズ客船の寄港数や海上公園等の利用者数が回復してき

ました。 

特に、クルーズターミナルについては、昨年度は計 50回のクルーズ船の受け入れを

行い、そのうち海外からの国際クルーズ船は 39回となり、本年 3月には東京港として

史上最大となる 17万トン超のクルーズの受け入れも行っております。多様な寄港ニー

ズに対応したターミナル運営を実施するとともに、船舶給水施設や客船ターミナルに

おける利用者等の利便性向上に取り組んでいきます。 

また、海上公園等の利用者サービスの向上や一層の賑わいを創出するため、海上公

園等の施設の適切な維持管理による安心安全な施設の運営や、近隣企業との連携及び

広報強化等による更なるイベントの充実を図っていきます。 

 これらの取組を推進し、賑わいの創出とホスピタリティを発揮することで、多様性

あふれる快適な臨海部への進化につなげていきます。 

東京国際クルーズターミナル                     シンボルプロムナード公園他  

チューリップフェスティバル 

東京港では、2030年カーボンハーフ、2050年カーボンニュートラル実現の目標を掲

げており、その実現に向けて着実に取り組んでいく必要があります。 

当社では、2022 年（令和 4 年）７月に品川と中央防波堤外側のコンテナ埠頭で再生

可能エネルギー由来の電力を導入しました。加えて、本年４月からは大井と青海のコ

ンテナ埠頭でも導入し、これにより、東京港の全コンテナ埠頭に再生可能エネルギー

由来の電力を導入しました。一般家庭約１万 2000 世帯の年間 CO2 排出量に相当する、

年間約３万トンの CO2削減効果が期待できます。 

また、荷役機械の脱炭素化においては、ガントリークレーンを更新する際にインバー

ター制御方式に変更して消費電力削減に繋げています。さらに直近では、都の支援の

もと、大井コンテナ埠頭６号、７号のユーザーや機械メーカー、エネルギー事業者が

主体となり、トランスファークレーンに水素燃料電池を実装し、荷役を行う実証に取



17

り組んでいます。 

今後とも、コンテナふ頭や海上公園施設等へのカーボンフリー電力の導入を進める

など、カーボンニュートラルポート実現に向けた脱炭素化の取組を着実に実施してい

きます。

再生可能エネルギー由来の電力導入による効果 

 

東京港が安全安心な港として利用者から選ばれるためには、大規模災害等のリスク

を想定した効果的対策を追求するとともに、強靭な情報セキュリティ体制を確保して

いく必要があります。   

大規模災害等の対策については、BCP や各種マニュアルの更新や当社及び関係機関と

の連携による実践的な訓練を実施するとともに、ドローンの活用による被災情報の迅

速な伝達など、DXも活用した災害への備えを充実していきます。 

また、デジタル技術の進展やサイバー攻撃の巧妙化等を見据え、ＤＸの推進の前提と

なる情報セキュリティを着実にマネジメントし、重要インフラ施設を安定的に運営し

ていきます。 

 

当社の使命は、東京港が利用者や港湾で働く人たち 

から選ばれる港にしていくことです。 

経営方針に基づく ESG経営の実践と SDGsの達成に 

より、東京港の未来を創造する組織づくりを着実に 

推し進め、利用者や港湾で働く人たちから選ばれ信 

頼される企業となるよう会社を挙げて取り組んで参 

りますので、引き続きご理解とご支援を賜りますよ 

うお願い申し上げます。 ポータ郎さん 

当社マスコットキャラクター 
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Ports&Harbors 掲載文献の紹介（11編） 

１．2023 年９月 10月号（表紙、目次） 

記事選定、校閲者： 山本 忍
国際港湾協会日本会議 事務局長
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2023年９月 10月号の記事から以下(1)から(5)の 5編を選定、翻訳紹介しました。 

表紙写真は IKEA supply chain operations の sustainability manager である

Elisabeth Munck af Rosenschöldさんです。 

 

(1) In the same boat 

  表紙写真の Elisabeth Munck af Rosenschöldさんのインタビュー記事です。 

  IKEA は製品の生産及び輸送により生じる二酸化炭素排出の削減に積極に取り

組んでいます。 

  気候変動は 1 つの企業が取り組むには大きな問題であり、業界全体が取組む必

要があり、これまで協力してこなかった IAPH のような関係者とも協力しともに

歩む必要があると考え、IKEAは IAPHに加盟しました。海運業界の脱炭素化の取

り組みは大手荷主からの圧力により進展していくことが予想されます。 

 

(2) Ready for action 

  IMO の FAL 条約によって 2024 年 1 月 1 日から世界の港で MSW(The maritime 

single window：海運一元化システム)は義務化されました。マレーシアにおける

MSW実施に向けた取り組みを行い、2024 年までに準備が整いました。 

  MSW に導入にあたり、マレーシアでも様々な課題があり、その解決に向けて粘

り強く取り組んできたことがうかがえます。 

 

(3) Port transfer 

 2023 年 7 月に発足した Clean Energy Hubs の課題の目的は低炭素燃料の拠点を

確立することです。港湾がエネルギー、燃料の転換にどのように適合していくかは

課題の一つです。 

脱炭素に向けて、新たな船舶燃料の開発が行われている中、港湾にとっての新た

なビジネスチャンスは新たな燃料を輸送する船舶の受け入れと新たな燃料を船舶

に供給することです。これらについての企業、港湾の取り組みが紹介されています。 

 

(4)Securing green capital 

  ノルウェーの港における脱炭素化の取り組みの記事です。陸上電源供給施設の

導入や二酸化炭素の回収貯蔵施設の整備計画について言及しています。このよう

な投資を行うための資金調達のためには、環境面、社会面及び企業ガバナンスの

点で優れていないと投資家から投資の対象とされなくなると述べています。 

 

(5) Transforming dredging business in ports 

  新しい撹拌式維持浚渫を紹介する記事です。この維持浚渫は水中の泥や砂を撹

拌することにより、海底への堆積を防ぎ、水深を維持するものです。この方法の

利点は浚渫した堆積物を別の場所まで運搬して、投棄する必要がないことから、

燃料等の費用が節約でき、環境面でも、排出する二酸化炭素も減少させることが

できます。 
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2023年 9 月 10 月号 IN COVERSATION WITH 

IKEA社 Elisabeth Munck af Rosenschöld 氏のインタビュー 

In the same boat 

 

共に挑む 

 

翻訳者： 山本 翔也 さん 

中国地方整備局 広島港湾・空港整備事務所 第四建設管理官室 

 

Q: Elisabeth 氏(以降、「E」と表記)、現在の IKEA社による輸送における二酸化

炭素排出量と削減目標は? 

IKEA サプライチェーンオペレーション社

の責任者である Elisabeth Munck af 

Rosensch ld 氏 と IAPH の Patrick 

Verhoeven 氏が、商品輸送に伴う排出量削

減の取り組みを支援することを目的に、家

具小売業である同社の IAPH へ準会員とし

て参加するという今年初めの決定について

語る。 
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E: IKEA サプライチェーンオペレーション社は、陸路と海路を通じて年間約 200

万件の貨物を積み出す大手輸送発注元であり、約 130 万トンの温室効果ガスを

排出している。これは IKEA社のサプライチェーン事業が担う輸送と物流からす

ると、IKEA社のバリューチェーン全体排出量の約 5%に相当し、そのうち海上輸

送による総排出量は全体の 2%強に過ぎない。 

 

当社サプライチェーン事業における重要な優先事項の 1 つは、2030 年までに

二酸化炭素排出量を基準年である 2017 年と比較して平均 70%削減することであ

る。これは、IKEA 社のバリューチェーンによる排出量よりも多くの GHG を削減

するという大きな目標の一環であり、IKEA 社のビジネスを成長させつつ順調に

進めている。 

 

過去 5年間を振り返ると、全ての輸送における二酸化炭素排出量を平均 18%削

減している。輸送件数はトンキロメートルベースで 12%増加したが、総排出量は

2017年と比較して 8%削減させた。 

 

Q: これらの目標をどのようにして達成するか? 

E: 当社の脱炭素化アジェンダは、reduce、replace、rethinkの 3 つの柱で構成

されている。reduce とは、バリューチェーン全体の効率を高め、運送会社と協

力して燃料消費量を削減すること、設備の稼働率を高めること、輸送ネットワー

クを最適化することである。そうすることで、輸送回数を減らし、コストを節約

し、排出量を削減する。 

 

replaceとは、化石燃料をより持続可能な燃料に置き換えることである。ディ

ーゼルトラックを使用する場合と比較し、平均して二酸化炭素排出量を半分に

削減できるものである。この実現には複合輸送ソリューションへの転換が大き

な役割を果たす。複合輸送とは、最長距離を鉄道で行い、トラック輸送をより短

距離にすることを意味し、道路ではなく鉄道で輸送される製品のシェアを継続

的に増やしている。 

 

2022 年度の複合輸送によるシェアは、トンキロメートル換算で 2019 年度の

37%に対し、約 49%となった。欧州では私たちのシェアは 52%以上を占めている。

重要なのは、志を同じくするパートナーとの協力を継続し、インフラ、技術、再

生可能エネルギー源の開発を拡大することである。 
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37%に対し、約 49%となった。欧州では私たちのシェアは 52%以上を占めている。
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最後に、rethinkとは、イノベーションと新しいタイプの協力体制をバリュー

チェーンに統合することである。私たちは、事業におけるエネルギー消費、使用

する技術、エネルギー源、サプライチェーンにおいてどのように製品を動かすか、

について見直し続けている。 

 

Q: Patrick氏(以降、「P」と表記)、最近のサプライチェーンにおける危機は、運

輸部門の脱炭素化加速との協力体制の増加に拍車をかけている状況にある。こ

れには港湾とその戦略的な働きかけも含まれている。荷主と港湾の関係をどう

見ているか? 

 

P: 荷主と港湾との対話は、これまで以上に密になっている。多くの港湾では戦

略の一環として、契約関係がなくても、最終的な顧客と話をしている。昨年の the 

World Ports Conference では、BassTech International 社所属で the US 

National Industrial Transportation League’s Ocean Transportation 

Committeeの委員長である Lori Fellmer 氏を招き、荷主が港湾に求めるものの

概要を話してもらった。 

 

受け取ったメッセージは非常に明確で、スピード、予測可能性、荷主の経験と

の連携、例外事態の処理について頼りになることだった。荷主は、港湾における

複雑なエコシステムで何が起こっているのかについて、ワンストップショップ

の窓口を必要としている。これは、多くの港湾当局が認識するようになった役割

である。 

 

Q: この新しい協力体制は、運輸部門の脱炭素化と代替燃料への切り替えの促進

にどのように役立つか? 

 

E: 気候変動問題は、1つの企業の目標や目的をはるかに超えている。 

気候変動問題に取り組むには、業界全体がこの変革の旅を歩む必要があり、

IAPH など、これまで協力してこなかった業界関係者と協力し共に歩む必要があ

る。そうすることで、我々の輸送をエンド・ツー・エンドの観点で改善し、開発

の機会を見極め、代替燃料への移行に影響を与えることができる。 

 

協力体制における情報共有の前提条件は、サプライチェーンにおける排出量

の透明性と可視性である。未来への道筋は様々あるため、どの燃料を使うべきか

を言っているのではない。大切なのは、燃料というものは環境や社会の観点から、

長期的に持続可能である必要があるということである。 
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Q: 海上輸送の脱炭素化に弾みをつけるには何が必要か? 

 

P: これには 2つの面が関連している。その一つが船と港湾の接点についてであ

り、港湾は様々な方法で海運の脱炭素化を促進することができる。これには何よ

りもまず、低炭素やゼロカーボン燃料の供給を安全かつ効率的な方法で実施す

ることである。 

 

IAPH では、安全面に重点を置いた広域を対象としたツールボックスを構築し

ており、the World Ports Climate Action Program と共に、港湾で利用可能な

燃料供給に関する情報を海運業者に提供するポート・レディネスツールの立ち

上げを準備している。 

 

その他の要素としては、陸上電力の供給、寄港の最適化、国際的な規制の要求

よりも排出量の観点から優れた性能を発揮している船舶へのインセンティブの

提供などがある。これらの船舶は 11年間運用されている ESIの対象であり、現

在、最新の IMOの技術的及び運用上の CO2指標を踏まえるように更新中である。 

 

これら全ての促進策は、IMO の 2019 年港湾決議に含まれており、我々は、会

員の港が IAPHで開発したツールを用い、積極的にそれらを取り入れることを奨

励している。港湾において、将来の燃料の輸送が容易になるにつれ、ビジネスの

面でも変化がもたらされるだろう。The International Renewable Energy 

Agency(IRENA)は、2050年までにすべての低炭素燃料またはゼロカーボン燃料の

おそらく 50%が船舶を通じて輸送されるだろうと予測している。 

 

現在の石油化学産業は全て製油所を基盤としており、石油産業は全ての主要

な港湾に注目している。なので、それをゼロカーボンエネルギーを使う産業に変

えることは困難であり、全ての港湾を議論に参加させる必要もある。 

 

水素プラントやその他の産業への投資を誘致すると同時に、既存のネットワ

ークをどうするかを検討することが重要であり、低炭素への移行に早い段階で

関与することが、将来的にボートに乗り遅れず、利益をもたらすことにつながる

だろう。 

 

そのため、7 月にインドの Goa で開催された Clean Energy Ministerial 

conference で正式に発足した International Chamber of Shipping の Clean 

Energy Marine (CEM) ハブズ・イニシアティブに IAPHは参加した。CEMのハブ
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Q: 海上輸送の脱炭素化に弾みをつけるには何が必要か? 

 

P: これには 2つの面が関連している。その一つが船と港湾の接点についてであ
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りもまず、低炭素やゼロカーボン燃料の供給を安全かつ効率的な方法で実施す

ることである。 

 

IAPH では、安全面に重点を置いた広域を対象としたツールボックスを構築し

ており、the World Ports Climate Action Program と共に、港湾で利用可能な

燃料供給に関する情報を海運業者に提供するポート・レディネスツールの立ち

上げを準備している。 

 

その他の要素としては、陸上電力の供給、寄港の最適化、国際的な規制の要求

よりも排出量の観点から優れた性能を発揮している船舶へのインセンティブの

提供などがある。これらの船舶は 11年間運用されている ESIの対象であり、現

在、最新の IMOの技術的及び運用上の CO2指標を踏まえるように更新中である。 

 

これら全ての促進策は、IMO の 2019 年港湾決議に含まれており、我々は、会

員の港が IAPHで開発したツールを用い、積極的にそれらを取り入れることを奨

励している。港湾において、将来の燃料の輸送が容易になるにつれ、ビジネスの

面でも変化がもたらされるだろう。The International Renewable Energy 

Agency(IRENA)は、2050年までにすべての低炭素燃料またはゼロカーボン燃料の

おそらく 50%が船舶を通じて輸送されるだろうと予測している。 

 

現在の石油化学産業は全て製油所を基盤としており、石油産業は全ての主要

な港湾に注目している。なので、それをゼロカーボンエネルギーを使う産業に変

えることは困難であり、全ての港湾を議論に参加させる必要もある。 

 

水素プラントやその他の産業への投資を誘致すると同時に、既存のネットワ

ークをどうするかを検討することが重要であり、低炭素への移行に早い段階で

関与することが、将来的にボートに乗り遅れず、利益をもたらすことにつながる

だろう。 

 

そのため、7 月にインドの Goa で開催された Clean Energy Ministerial 

conference で正式に発足した International Chamber of Shipping の Clean 

Energy Marine (CEM) ハブズ・イニシアティブに IAPHは参加した。CEMのハブ

では、バリューチェーン全体の政府と産業界が、投資のリスクを軽減しクリーン

エネルギーの生産を加速するためのベストプラクティスを共有することとして

いる。 

 

E: 海上輸送業界の脱炭素化を加速させるには、様々な解決策の組み合わせが必

要となる。これらの解決策の多くはかなり複雑であるため、ゼロエミッションに

向けた開発を推進するには、サプライチェーン全体での協力が不可欠である。 

 

そして、それはより大きな事業でも小さなものでも可能である。なぜなら、そ

れらは全て脱炭素化の全体的な目標に貢献しているためである。脱炭素の回廊

のコンセプトは、持続可能な輸送を経済的、環境的、社会的に取り組む方法の良

い例であり、様々な利害関係者が適切なタイミングで関与し、それぞれが扱いや

すい特定の部分に集中できるものである。 

 

しかしながら、ここでの協力体制とは、必ずしも全員が全ての事項に同意する

必要があるという意味では無い。気候変動の課題は巨大であり、どこにでも存在

するため、この課題を多数の解決策に焦点を当てた行動に切り分けるという方

向性に十分な確信を持つことが重要である。 

 

Q: IAPHと IKEA社の協力体制からどのような成果を期待しているか? 

 

E: 私たちは、このパートナーシップが、バ

リューチェーン全体の端から端まで、より

多くの排出量を削減するための協力体制構

築につながることを望んでいる。これが

IAPHに参加した理由である。 

 

港湾は、陸上輸送と海上輸送の結節点とし

て重要なハブであり、海上輸送と陸上輸送

のゼロエミッション化を実現する上で中心

的存在である。IAPHのメンバーとして、運

輸業界の脱炭素化にどのように貢献可能か、

より多くのことを学び、議論に参加するこ

とを楽しみにしている。 

Elisabeth Munck af Rosenschöld 氏 
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P: IKEA サプライチェーンオペレーション社が IAPH メンバーとして加わってく

れることをとても嬉しく思う。約 70 年の IAPH の歴史の中で、荷主が準会員と

して参加するのは今回が初めてだと思うが、、荷主業界との対話を確立するため

に今後もこの道を歩み続けていきたいと考えている。 

 

IKEA サプライチェーンオペレーション社の港湾分野におけるプロジェクトリ

ーダーの Stefan Krattiger氏は、港湾は端から端まで、生産者から消費者まで

の観点からサプライチェーンの重要な部分を占めているとの考えのもと 4 月に

ロンドンで開催された the IAPH Technical Committee Days に参加した。彼は

IKEA 社のサプライチェーンに関わる多くの利害関係者が港湾とつながっている

ため、IAPH は持続可能性に係る話題、デジタル化や日々の運営上の問題につい

て港湾関係者が共に話し合うための重要なプラットフォームであると述べてい

る。 
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2023年 9 月 10 月号 PERSPECTIVE                       海運一元化システム 

 

Ready for action 

 

準備完了 

 

翻訳者： 安藤 千晶 さん 

中部地方整備局 港湾空港部 クルーズ振興・港湾物流企画室 

 

データのやり取りのための MSW（The maritime single window：海運一元化シ

ステム）は、IMO（国際海事機関）において 1967年に発効された FAL 条約（国際

海上交通簡易化条約）によって世界中の港で 2024 年 1 月 1 日から必要となる。 

 

そのため IMO加盟国の港湾局は、港における船舶の入港、停泊、出港に関する

電子情報のやり取りのために、一元化システムを整備、管理、使用する必要があ

る。これに加えて、一度提出された情報を可能な限り再利用することができるよ

著者について 

SYUHAIDA ISMAIL 氏はマレーシア運輸省傘下の

海事政策研究所 Maritime Institute of Malaysia

の調査部長で、370 以上の記事を専門誌、書籍、

会議録、新聞及び雑誌に発表している。 
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う、公的機関は協力し、データのやり取りを統合する必要がある。 

 

利用者は積荷目録や船荷証券、輸出入許可書、原産地証明書やその他商取引関

連の文書をこの MSWによってアップロードすることができる。MSW はこれらの書

類の検証や処理、承認を自動化し、迅速な貨物の通関作業と事務作業の軽減によ

り、船積みの遅れを減らすことができる。 

 

2018年に発表された APEC Policy Support Unit の研究では、船積みの遅れを

減らすことで、海上コンテナ 1 本当たり 115 ドルも支出を抑えることができる

としている。 

 

2023 年 4 月、マレーシアの運輸大臣は「マレーシアの MSW は今年の第３四半

期までに、Klang 港と Johor 港の両者が開発した統合プラットフォームの実施

により準備が整う。」と公表した。この MSWは FAL条約の義務を履行するもので

ある。 

 

マレーシアの公的機関のうち、Royal Malaysian Customs Department と

Malaysian Quarantine and Inspection Services と  Malaysia Marine 

Department と港湾管理者が MSWに統合され、海上貿易に関与している。統一的

な一元化プラットフォームの提供により、様々な公的機関の間での調整と情報

交換が促進され、その結果、通関手続の効率性の向上と遅れが減少する。 

 

マレーシアの MSWの構想は 2000年代に貿易促進ポータルという形で持ち上が

った。これは主務官庁としての投資貿易技術省と、実施官庁としてのマレーシア

対外貿易開発公社が主導した、国産の一元化システムして知られている。 

 

これに先立って、UN European Economic Commission（国際連合欧州経済委員

会）はすでに国境を越えた貨物の取引を促進するための一元化システムの実施

を推奨していた。 

 

WTO（世界貿易機関）の試算によると、一元化システムは港の効率を 25％から

75％増加させ、同時に輸送コストを最大で約 12％減らすことができるとしてい

る。これは World Bank（世界銀行）にも支持され、一元化システムは輸送コス

トを最大 75％減らすことができ、二国間の対外貿易を 25％増加させると述べて

いる。 
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った。これは主務官庁としての投資貿易技術省と、実施官庁としてのマレーシア

対外貿易開発公社が主導した、国産の一元化システムして知られている。 

 

これに先立って、UN European Economic Commission（国際連合欧州経済委員

会）はすでに国境を越えた貨物の取引を促進するための一元化システムの実施

を推奨していた。 

 

WTO（世界貿易機関）の試算によると、一元化システムは港の効率を 25％から

75％増加させ、同時に輸送コストを最大で約 12％減らすことができるとしてい

る。これは World Bank（世界銀行）にも支持され、一元化システムは輸送コス

トを最大 75％減らすことができ、二国間の対外貿易を 25％増加させると述べて

いる。 

一般的に MSW は企業が同じ情報を複数の官庁に提出する手続きがなくなるた

め、冗長性の問題を解決することができる。現在、港湾事業者は Malaysian 

Maritime Enforcement Agencyや the Immigration Department、the Department 

of Malaysian Quarantine and Inspection Services や港湾管理者を含む 12の

官庁に複数のプラットフォーム通じて関与しなければならない。 

 

それでもなお MSWを通じて、輸出入事業者、船舶代理店、政府機関を含む利用

者は、通関手続きや他の法令に定められた手続きに必要となる電子化された書

類や情報を提出するようになり、海事産業従事者と政府機関に付加価値と完全

さを提供することができる。 

 

また MSWにより、役所仕事を減らし、稼働時間の効率性を向上するので、荷主

の費用負担を減らすことが可能となる。このことは世界銀行によって支持され

ており、その 2017年の研究において、電子化された情報交換は輸出入時の手続

きをそれぞれ約 68.3%と 69.4%に短縮することを明らかにした。 

 

事実、UN Economic and Social Commission for Asia and the Pacific（国

連アジア太平洋経済社会委員会）もまた 2014年に、国境を越えたペーパーレス

貿易は輸出のコストを 17％から 31％減らすことができることを明らかにしてい

る。 

 

最終的には、この時間と費用を抑えることのできるプラットフォームである

MSWによって、利用者、特に農産品や工業製品のような取り扱いに注意が必要な

商品を扱う者に対して政府は使いやすい手続きを提供することができる。 

 

同時に、特に初期段階では、政府機関や港湾管理者、税関、船会社、物流関係

者など様々な関係者の参画が課題となることが予想される。しかしながら、この

懸念への取組やデータの共有や互換性に関する合意形成を運輸省が主導するこ

とにより解決することができる。 

 

加えて、データの共有や個人情報保護や機密保持の法律および規則の枠組み

の開発と互換性の観点で、マレーシアの MSW 実施においていくつかの課題をも

たらすことが想定されている。特にコンプライアンスの順守と様々な機関と権

限の中での調和についてである。 
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それゆえ、MSWの実施に関わる国内法、国際法

や規制や規格を検討するために複雑な任務を含

む迅速な対応をする必要がある。様々なレベル

の関係者を含む MSW の下で、多様なシステムに

おける正確性、信頼性、一貫したデータの標準化、

調和、統合、相互利用といった課題は電子データ

交換の有効性に悪影響を及ぼす。 

 

MSWの運営、特にデータトラフィックの取扱を

サポートするためには、データそのものだけで

なく、インフラも、信頼度が高くアクセスのしやす

さと接続しやすさを確保しなければならない。 

 

そこで、システム所有者だけでなく、利用者に対しても、効果的な導入と最終

的な海事産業関係者の受け入れのためのトレーニングを通じて、適切な情報交

換の管理の取り組みを行う必要がある。時間がかかり、多くの資源を投入するが、

効果的で活発な関係者らの参画を通じて、共通のデータ形式、定義、データ交換

のプロトコールについての合意が達成される。 

 

それでもなお、マレーシアの MSW は既存のシステムにとって代わったり、競

合したりすることを意図しておらず、既存のシステムと共存し、補完しあうもの

であることを強調することは重要である。 

 

貿易国間の協力を促進することに加えて、接続と一本化の窓口の相互作用を

可能にすることによる貿易円滑化の効率を向上するために MSW はすべての海事

関係者が参画を確保している。 

 

MSW の実施を妨げる障害や課題はあるが、海事産業関係者の利益のため、IMO

に対する約束とゆるぎない支持を示して、マレーシアは今年末までには MSW の

準備が整う。 

 

SYUHAIDA ISMAIL氏 
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SYUHAIDA ISMAIL氏 

2023年 9 月 10 月号 FEATURE                      エネルギーハブ 

Port Transfer 

 

船舶によるエネルギー資源輸送 

 

翻訳者： 久田 方輝 さん 

関東地方整備局 東京空港整備事務所 第二工務課 

 

港湾がエネルギーと燃料の転換にどのように適合するかは発足したばかりの

Clean Energy Hubs （CEM Hubs）構想の課題の一つである。 

海運業は、未来の脱炭素エネルギーの輸送

に目を向けてきた。だが、21世紀後半にお

いて多様な石炭や石油の輸送の置き換え

が進むだけかもしれない。 

INES NASTALI 氏による報告
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 その構想は未来の低炭素燃料の拠点を確立することを目的としており、2023

年 7月末にインドの Goaにて開催された、第 14回クリーンエネルギー閣僚会議

により採択され、公式に導入された。IAPHはその設立組織の一部である。 

 

 クリーンエネルギー閣僚会議は、世界中の二酸化炭素排出量 80％を占める

国々が参加し、環境に配慮したエネルギー技術の推進を所管する各国の行政機

関によって代表される。現在支援している他の国（組織）はカナダ、ノルウェー、

パナマ、ウルグアイ、アラブ首長国連邦、及び the International Chamber of 

Shipping (ICS) である。 

 

 「現時点では海運におけるバリューチェーンは今から 2050年までの間に発生

すると予想される低炭素燃料輸送のための準備が万全ではない。 The 

International Renewable Energy Agency (IRENA)によると、低炭素燃料の輸送

需要に応えるには、海運産業が 2050 年までに低炭素燃料の全取引量のうち、最

低 50％の輸送を担うことが期待される。」と IAPH は報道発表においてこの構想

の必要性を強調した。 

 

 海運コンサルタント会社 Clarksons によると、現在取引されるエネルギー製

品の大部分が石油製品で、天然ガスと石炭がそれに続くが、全体の 36％が海運

によって担われている。 

 

世界の石炭と石油の輸送量は 2050 年に向けて減少していくが、EU 諸国はサプ

ライチェーンの脱炭素化のために、再生可能エネルギーの導入とエネルギーシ

ステムの電化を求める the EU’s net- zero Green Deal の達成に向けて取り組

んでいる一方、短期的には低炭素燃料の海運輸送による利益は見込めない。まず、

風力や太陽光などの再生可能エネルギーの利用により海上輸送が必要な燃料の

トン数が減少する。 

 

 一方、石油やガスの生産と輸出は継続する。デンマークやコスタリカによって

設立された the Beyond Oil and Gas Alliance にこれまで 12か国の国々が加入

しているが、どの国も主要な産油国や輸出国ではない。 

 

 2021 年に開催された COP26 会議では石油や天然ガスの枯渇を防ぐために各国

の政府は天然資源使用量の段階的縮小に合意した。それとは逆に、サウジアラビ

アなどの大規模石油生産国では、化石燃料の生産による利益により、再生可能エ
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ける計画であり、化石燃料の生産や消費に対する政府からの経済的支援が増え

ていることを国際エネルギー協会は確認している。 

 

 48 か国は 2025 年に向けて段階的に石炭エネルギーの使用を縮小しようとし、

その過半数は 2025年以降のどこかでは完全に石炭エネルギーの使用を無くそう

としている一方、中国、インド、米国といった主要消費国は含まれていない。 

 

 それに加え、化石燃料によって作られ、気候に影響を与えるメタンを排出する、

つなぎの燃料として知られている LNG がエネルギー利用において一般的になっ

てきた。特にロシアのウクライナ侵略と、それに続く輸出の制限によりドイツな

どの欧州の国々はガスの供給を別のルートに急いで切り替え、LNG の輸入ターミ

ナルを建設した。このような投資は環境面での利害関係者を心配させた。 

 

政府組織や国際環境団体から資金を受けている、非政府組織 New Climate に

よる調査は、「ターミナルオペレーターは動かなくなる資産のリスク意図的に受

け入れているように見える。おそらく、大きな契約への入札により市場シェアを

確保するという目的のために。」と示唆している。「たとえグリーン水素やアンモ

ニアを輸入するためのターミナルに目的変更する意図があるとしても、計画は

大きすぎる。」と科学者たちは報告書の中で述べている。その報告書は「ドイツ

の LNGターミナル計画は非常に大きすぎる。」と適切にタイトルがつけられてい

る。 

 

 ドイツが二酸化炭素排出量 0を目指す時期の 7年前である 2038年までにドイ

ツ政府は 100億ドルをそれらのターミナルに投資する計画である。 

 

 Nieder Sachsen 港湾局にとっては、オペレーターの Uniper SE 社が政府から

の財政支援を受けながら、ターミナルの残りの建設を引き受ける前に、LNGガス

船の桟橋の投資費用を意味する。「現在、Wilhelmshaven のターミナルは、我々

の利用客、現在は Uniper 社が支払っている料金により資金を補充している。」

と Nieder Sachsen 港の Dörte Schmitz 広報室長が本誌に話した。 

 

 1つの港湾施設につき、総投資額は約 1億ドルで、Nieder Sachsen 港は今後、

水素とアンモニアの輸入のためにターミナルの使用を継続する予定で考えてい

る。「下部構造は全種類のガス輸入に対応している。そして、突堤のガス配管と

いった上部構造は調整する必要があり、それは可能である。それらは我々の顧客
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によって行われる。」と Schmitz氏は付け加えた。 

 

S&P Global Commodity Insights によると、世界的に LNGガスの需要は 2050

年まで上昇し続ける見込みである。その結果、船会社はこれに刺激を受けて、

Commodity Insightsによる新造船のデータによれば、2028 年までに就航予定の

LNGタンカーの数は倍になると予測されている。 

 

最低 25年の船の寿命の間、過半数の LNG船は輸送の間に発生する蒸発ガスで

航行して、IMO と EU の 2050 年頃のネットゼロの目標に向かっていくので、今

後、LNGタンカーの数がどのように発展するかは興味深い。 

 

 しかし、新しい代替燃料が船舶によるエネルギー輸送の貿易パターンを変え

るまでは、他の削減規制が EUの港を通した石油やばら積み貨物の輸入を阻害し

ていた。EUの排出権取引制度は 2024 年から EUの港間の場合には 100%、EUの港

を目的地、あるいは出発地とする航行から生じる二酸化炭素排出量の 50％を対

象とする。 

 

この規制は遠距離海運に変化を与えるであろう。「私は今、石油に特定して話

しているが、コンテナ輸送やドライバルク輸送にも同等に当てはまる。仮に北ア

ジアにおいて石油を積んだ巨大タンカーを持った場合、EUへ定期的に輸送され、

EUで積み下ろされる。」と Ardmore Shipping社の Steve Laybourn氏が Commodity 

Insightsの「Carbon Neutral Cargo」で述べた。 

 

「船の借主は EU以外の場所に貨物を運ぶようになるため、短期的には大規模

なカーボン・リーケージ（温室効果ガスの排出の規制が厳しい国から規制の緩い

国へと生産の拠点を移動させること）が発生するだろう。北アジアから北アフリ

カへ輸送し、北アフリカで個別に分けて、小型のタンカーに積み込むことになる。

EUの国々へ貨物を運ぶのは非常に少ない炭素排出で済むからだ。」とも付け加え

ている。 

 

 貿易のパターンが変わりつつある中、今世紀半ばから、低炭素燃料による輸送

が増えると考えられる。その準備のために今、港ができることー生産施設、船、

予想される需要に対応するために必要な港湾インフラはビジネスの規模では存

在していない。 
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予想される需要に対応するために必要な港湾インフラはビジネスの規模では存

在していない。 

CEM Hubsのもと、政府や産業界は生産を加速する投資のリスクを軽減させる

ための最も良い方法を共有するだろう。 

 

IAPHのマネージング・ダイレクターである Patrick Verhoeven 氏は Goaでの

CEM Hubsの立ち上げに参加し、政府や産業界の代表者との円卓会議に出席した。

彼はプロジェクトをコンテナ化を選んだ海運業界と結び付けた。 

 

「世界的な低炭素燃料の生産と消費は港のビジネスモデルを根本的に変える

だろう。約 60年前のコンテナ化の時のように、最初に動く者が現れている。」 

違いはコンテナ輸送の場合には、目標や期限がない。「そのため、連携の要素や

計画が必要になるのである。これがまさに CEM Hubs が入って来る場所である。

世界的な脱炭素化目標を間に合うよう、整えられるのを確保するために世界的

な、あるいは地域開発銀行やその他金融機関から必要な資金を得る道を開くた

めの基準が確立されねばならない。」と彼は述べた。 

 

シンガポールでの船から船への燃料供給   写真：シンガポール海事港湾局 

 

 現在、世界で 1隻の水素運搬専用船が運用されている。だが、液化石油ガスの

運搬船はアンモニアの輸送にも使用できる。また、それを今度は水素運搬船に変

えることができる。Commodity Insights data によると、2，3年後も運用される

液化石油ガス運搬船が 1500隻以上あり、そして 2028年まで毎年約 20隻もの船

が就航する。 

 

ICS が委託し、英 Manchester 大学 Tyndall Center for Climate Change 
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Research の研究者たちが書いた「Shipping’s Role in the Global Energy 

Transition」の報告書によれば、「グリーン水素の製造者にとって最も良い輸出

市場は肥料製造のような、アンモニアを直接使用し再変換する必要のないマー

ケットだろう。」としている。 

 

「最近、天然ガス価格の急上昇と、電解装置や風力、太陽光発電の価格の下降

は EUにおいて、2年前位に想定したよりも約 10年早く、輸入したグリーンアン

モニアが国内のグレーアンモニアよりも安くなる可能性を意味する。」と報告書

の著者は述べている。 

 

 世界的なアンモニアの貿易ルートが既に構築済みであるので、アンモニアや

水素の貿易増加に対応するために港のターミナルの再構成が望ましい。その点

においてオーストラリアは先進的な国の一つで、日本や韓国、シンガポールとの

貿易ルートを構築した。 

 

国際再生可能エネルギー機関 IRENA によれば、「オーストラリアは新たな水素

プロジェクトの最大級の量や能力、アンモニア輸出用の既存の港湾施設、大量の

再生可能エネルギー資源は、港の近くの計画されたプロジェクト、そして低価格

の資本を持っている。」輸出の潜在能力を利用する他の地域は南米のチリや西ア

フリカ諸国である。それらの国は港の貯蔵及び燃料供給施設を開発するために

水素戦略を準備している。 

 

港にとって移行し変化するビジネスチャンスの一つはエネルギー製品の輸送

で、もう 1 つは代替燃料の供給促進である。2023 年 4 月の Singapore 海上週間

において、TotalEnergies SE 社の Marine Fuels 担当副社長である Louise 

Tricoire 氏は以下のように指摘した。TotalEnergies 社は米国のインフレ削減

法により米国において脱炭素海運燃料を製造することを検討している。これは

代替燃料の現地生産を魅力的なものにする。 

 

この法律によって投資費用は、100 万トン規模の e-メタノールターミナルの

建設に現在 10億ドル程度の費用が必要であるが、その 60％まで削減される。同

社はまた、実行可能なメタノールを供給するサプライチェーンをシンガポール

で行う実施可能性調査を行っている過程である。そして、2023 年 6 月に Green 

Marine Bunkering社と共同研究を始めた。 
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また、Tricoire 氏は、TotalEnergies 社は Singapore 以外で将来の協力のた

め燃料供給のハブを求めており、港湾当局に必要なインフラ開発の支援を求め

ている、と述べた。 

 

メタノールは主要な燃料供給ハブである Antwerp-Bruges 港と Singapore 港、

最初の船から船への燃料供給で競争している両港によって、現在最も先進的な

位置にある。 

 

6 月 Antwerp-Bruges 港において内航船 Tamarvia が 475 トンのメタノールを

石油タンカーである Stena Pro Marine に供給した。1か月後、Singapore 海事

港湾局（MPA）は船から Maersk社のコンテナ船へ初めてメタノールを供給したこ

とを発表した。コペンハーゲンへの最初の航海に向けてそのコンテナ船には MT 

Agility タンカーによっておよそ 300トンのバイオメタノールが供給された。 

 

燃料供給の新時代の幕開けであることの証拠はこれまで貨物として知られて

いたものの、港湾での燃料としては新しい物質の輸送の準備である。「MPA はメ

タノールに関する事故について調査しており、シンガポール気象庁と共にリス

クの警告を発出するために協力している。メタノールが流出する事故が発生し

た場合にメタノールの拡散経路を予測するため、そしてオペレーションを指示

するためにメタノールの拡散モデルが開発された。」と MPAは書簡で述べている。 

 

加えて、メタノール燃料供給作業中、シンガポールの先進調査及び教育のため

の Cambridge Centerの研究者は潜在的なメタノールの流出の探知を支援するた

めメタノール検知機と赤外線カメラを搭載したドローンを飛ばした。 

 

 「現在、世界中で 122港がメタノールの貯蔵施設を備えている。様々な港がメ

メタノール供給に関するルールを発布しており、あるいはそのための準備をし

ている。」と、韓国の DNV協会の、安全及びシステムの主任技術者である Oyvind 

Skara 氏は述べている。そして、「単純かつ柔軟性が高いことから、長期的な解

決策はおそらく燃料供給船であろう。」と付け加えた。 

 

 これらの施設が対応できる船について、Commodity Insights data によると、

メタノールで航行可能で今後 3 年間に供用される注文中のコンテナ船とタンカ

ーは現在 70 隻以上ある。重油、低硫黄燃料、蒸留液、LNG ガスで航行し、運用

されている総計 6000隻以上のコンテナ船や約 16000隻ものタンカー船に比べる

と非常に少ない数字である。 
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ノルウェーはなぜ“脱炭素”をビジネスケースとする取り組みを行っているの

か、DNV社のシニア・プリンシパル・コンサルタントの yvind Endresen 氏は説

ノルウェーの海事産業は、主に脱炭素

化をビジネス機会として扱うことに

より、二酸化炭素排出量を減らすこと

を約束している。 

 INES NATALI氏による報告 
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明する。 

 

「荷主及び海運会社は温室効果ガスの排出量を削減させる必要を抱えている。

船舶のガス排出量を実質的に削減可能なバイオ燃料が入手可能であり、バリュ

ーチェーンの利害関係者で代替燃料を導入する費用を分担しあうことで、より

迅速な普及につなげることができるからである。」と彼はオスロで開かれた海事

関係者の集うプレスツアーにて本誌に語った。 

 

バリューチェーンの一員となって

いる港に、その関連するビジネスベン

チャーに参加するよう説得するため、

DNV社はノルウェーの２７の港に取材

を行い、８１の“緑の回廊”計画を特

定させ、それらは最終的にノルウェー

のルートマップとして完成された。 

 

 

 

写真：ノルウェー オスロ港 

「全体としての狙いは、代替燃料に転換するにあたっての主要な障壁を取り

除くことであり、総排出量ゼロ輸送に向けてノルウェーの国内全域と物流エコ

システムの共通のロードマップを確立させることである。」と、DNV 社でルート

マップ作成のプロジェクトリーダーを務める Endresen氏は述べた。 

 

 DNV社によって特定された陸上においての障壁は、ゼロ排出量燃料にかかる生

産能力とインフラ設備の不足から、有毒性のあるメタノールやアンモニア、極め

て高い引火性を持つ水素といった様々な燃料の物理的特性から生じる安全上の

課題まで、多岐に渡る。 

 

 ルートマップ付随の書類によれば、代替燃料の広い普及を妨げる二つの主要

な課題は、燃料価格差と、導入に当たり利害関係者間での調整を要することであ

る。 

 

 代替燃料は従来の燃料と比べ三倍の費用がかかると見られ、また対応可能な

船舶の発注も限られている。海運産業における排出が、EU 域内排出権取引制度

(EU-ETS, emission trading system)や、IMOで近い将来採択される経済的措置
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のような、カーボンプライシング（排出する二酸化炭素に価格をつけ、排出者の

行動を変化させる政策手法）の取り組みは、価格差を埋めるために重要であろう。 

 

 再生可能エネルギープロジェクトへの投資を奨励するために、炭素排出量が

少ない者が、固定の助成金を受けられるといった差額取引(CfD)の取り組みも同

様に価格差を埋め、英国で風力発電導入の成功に役立ったことが証明されてい

る。 

 

 そのための資金は EU-ETS によって得られる可能性があり、“国際的なルート

で言えば、CfDが二か国以上の間、或いは港間で形成される国レベルのパートナ

ーシップにより運営・資金提供がなされることが可能だ。”とノルウェーのルー

トマップで示されている。 

 

 2021年、Oxford大学の新経済思考研究所が発表した『ゼロ排出量海運：国際

海運を脱炭素化するためのインセンティブとしての CfD』と題された研究も「カ

ーボンゼロ燃料を船舶燃料油と同程度の値段で供給する、燃料 CfD を導入する

ことが関係者間で最も一般的な解決方法だ。」としてこれを支持している。 

 

 この分析にあたり、研究者らは海運業界、エネルギー業界、海運界の代表者や

政府関係者及び金融機関や研究所の 36もの利害関係者に聞き取り調査を行った。

特に政府関係者のほか海運業界や産業界の代表者は燃料 CfD の導入を支持した

という。 

 

 二つ目の障壁である、異なる利害関係者間の調整の欠如を打破するため、ノル

ウェーの Oslo港の環境マネージャーである Heidi Neilson氏は脱炭素化につい

てコンテナ海運会社との対話を求めた。この場合、陸上電力の使用に関してであ

る。Neilson氏は港湾施設のボートツアーにおいて「我々の港にどの種類の船が

来るのかを見て、陸上電力を利用するセクター、旅客船、貨物船そしてバルク船

について、2025年までに陸上電力の設置を完了する。」と本誌に語った。 

 

 この取り組みは、Oslofjord港で温室効果ガスの排出を 2030年までに 85％以

上削減するという目標達成のために必要である。Neilson 氏によれば、「我が港

は年間約 40 隻のコンテナ船が寄港しており、Oslo 港に最も寄港する 15 隻の船

が陸上電力の供給を受けることができれば、排出量は 90％削減することができ

るだろう。」とのことである。 
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 さらに彼女のチームは、これらの船舶の航路上をたどり、陸上電力供給施設を

設置することで、双方にとって有益な投資を行えるようにしている。現在はハン

ブルク港とロッテルダム港から訪れるコンテナフィーダー船のために、2024 年

に陸上電力供給施設を設置する計画を立てている。 

 

 それらに加え、船主に対し船舶の改修への投資を促すため、港は陸上電力供給

会社と提携しており、船主は船内の設置費用の割引を受けることができるよう

になった。「私たちはスコープ３の排出までを見据える荷主たちと話し合う所存

だ。まず彼らが陸上電力を利用することを知ることが大事なのだ。」 

 

 これは同様に重要だ。Neilson氏自身がよく承知している通り「港は単独では

それをすることができない。賛同する船会社や荷主も必要だ。私たちはインフラ

設備に投資をしてきたのだから、それを是非利用してほしい。そうでなければ、

より多くの費用を払うかの二択だ。」と述べている。 

 

 ノルウェーの港は、気候環境省管轄の Enova 局を通じて政府から資金提供を

受けているところであるが、陸上電力導入にあたって事前の費用と利用分析を

行うことがいかに重要かを、2019 年に陸上電力を導入した Drammen 港の事例が

示している。 

 

 Drammen港は、ノルウェーの年間輸入自動車の約 70％に相応する 50,000万台

もの自動車を 2023年の第一四半期に取り扱った同国自動車輸入の基幹港である

が、数百万＄規模に及ぶ陸上電力設備は全く利用されていない。 

 

 なぜなら、寄港する自動車運搬船が陸上電力に対応する設備を備えていなか

ったからである。本誌が同港を訪れた際に停泊していた Auto Achieve 号は液化

天然ガス(LNG)を主な推進力とし、港内では補助的にバッテリーを利用するが、

陸上電力設備は備わっていない。 

 

 Drammen港の Arne Fosen 港湾局長によると現在同港は、特にコンテナ船の船

主に対し船舶の改修を奨励しているという。 

 

 そこで Oslo港の Neilson氏は「荷主たちと長期契約を結び、資金計画に同意

すること」を提案した。同港の顧客のうち一社は、コンクリート製造会社である

Heidelberg Materials社で、「環境に優しいラストワンマイル輸送を重視してお

り、バルク船においても陸上電力を使用している。」と Neilson氏は述べた。 
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 彼女の優先事項としては現在オーストラリアの同僚と港における陸上電力の

方針について議論しているところであり、港に出入りするトラックは脱炭素化

すべきリストにおける次のターゲットである。 

 

 関連する脱炭素化と協力の取り組みでは、Heidelberg Cement社の子会社であ

る Norcem AS(Norcem)社が関わっているノルウェーの“ロングシップ二酸化炭素

回収計画(CCS)”が挙げられる。世界で数少ない現在進行中の具体的な CCSプロ

ジェクトの一つである。 

 

 ターゲットととする製造業に加えて、Equinor社、Shell plc社、TotalEnergies 

SE社らの支援で設立された Northern Lights社は、ブルー水素やブルーアンモ

ニアにかかる計画も潜在的な顧客とみなしており、どちらも将来的に海運業に

おいて燃料として扱われるとされており、海上輸送による貿易量も増加してい

る。 

 

 年間約 150 万トンの二酸化炭素を貯蔵できるこの計画の第一段階は、ノルウ

ェー国政府が資金の 80％を供出し、2024年中に稼働し始める予定である。二酸

化炭素の受け入れターミナルは、ノルウェー西部の ygarden 市に位置する

Naturgassparken工業地帯の敷地内に設置される。Equinor社が操業開始までの

陸上インフラ設備の建設を担当する。Northern Lights 社は、建設工事は 2023

年６月時点で約 80％が完了していると本誌に言った。 

 

 2022 年、Northern Lights 社は 2 基の二酸化炭素注入坑の掘削に成功し、初

めての液化二酸化炭素船 2隻の建造に着手した。この 7,500 ㎥の２隻の船舶は中

国本土の Dalian Shipbuilding Industry 社で建造されており、液化水素ガスの

他、風力補助推進システムと空気潤滑システムで進む。川崎汽船会社(K Line)が

船舶管理者として選ばれた。 

 

 二つの二酸化炭素回収計画のうち一つ、年間 40万トンの二酸化炭素を回収予

定であった、Klemetsrudにある Hafslund Oslo Celcio 廃棄物焼却施設は、融資

を再調整するため一時停止しなければならなかったが、Northern Lights 社は

Norcem 社の回収計画を通じ年間 40 万トンの二酸化炭素を回収する計画を予定

通りスタートすることを確信している。しかしながら、ロシアのウクライナ侵攻

に伴うロシアへの経済制裁と物流供給網の混乱により、どちらの計画とも遅延

と費用の高騰が発生してしまった。 
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定であった、Klemetsrudにある Hafslund Oslo Celcio 廃棄物焼却施設は、融資

を再調整するため一時停止しなければならなかったが、Northern Lights 社は

Norcem 社の回収計画を通じ年間 40 万トンの二酸化炭素を回収する計画を予定

通りスタートすることを確信している。しかしながら、ロシアのウクライナ侵攻

に伴うロシアへの経済制裁と物流供給網の混乱により、どちらの計画とも遅延

と費用の高騰が発生してしまった。 

Norcem社は本年中の設備設置を確認したが、2023年 4月、地元のエネルギー

供給者である Hafslund Oslo Celsio 社の Knut Inderhaug最高経営責任者は「物

価高騰、地政学上の不安定性、不利な為替レートの進展のために、最新の見積も

りでは設備設置の費用が大幅に増額し、投資の予算を大幅に超過する。」と述べ

た。そのため同社は翌年にも予算を見直し、計画再開のためどの部分を、どの様

に削減できるかを見る。 

 

 港湾はその顧客や調達を通じ脱炭素化にその影響力を行使しようとしている

が、国立証券取引所である Oslo B rs も、脱炭素化において海運会社に関心を

示している。海運部門は、エネルギー、水産物に並ぶ証券取引所の三つの重要分

野の内の一つであり、上場された企業の価値は 250億ドルにのぼる。 

 

 これら主だったノルウェーの企業は経営戦略として脱炭素化のための資金導

入に部分的に目を向けており、主に米国や英国、欧州の国々など世界中の投資家

を惹きつけている。 

 

 「投資には責任が伴う。たとえ上場したとしても、その会社が環境的、社会的

な、そして企業ガバナンスがなっていないと、投資家からは投資先の対象から外

されてしまいかねない」と、Oslo B rsの上場アドバイザーである Mathias Borge 

Bye氏は語った。 

 

一方で、民間の港湾に投資することが多い年金基金からの資金獲得の条件は、

上場企業が環境的、社会的、企業ガバナンスを果たすような投資の面を満たさね

ばならないことを意味する、と同氏は付け加えた。 

 

 脱炭素化への道のりには、財政的誘因や政府の支援が必要不可欠ではあるが、

港湾と海運産業においては、持続的な貿易部門内での資金調達で優位に立つた

め顧客と関わり続けることが望ましい。 
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2023年 9 月 10 月号 PERSPECTIVE                       維持浚渫 

Transforming dredging business in ports 

 

港湾における浚渫作業の変革 

 

 

翻訳者： 三谷 純平 さん 

北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 

 

海面水位の上昇から差し迫ったネット・ゼロ・カーボン経済の追求まで、さま

ざまな課題を抱える現在の状況において、従来の枠を打ち破る革新的なソリュ

ーションの必要性は明白である。 

 

港湾管理の複雑な海域を航行する指導者として、私たちは現在の標準を超え

る革新性が必要であると理解している。その結果、私たちは 2023年 4月、Harwich 

Haven Authorityが革新的な撹拌浚渫ソリューションである Tiamat を導入し、

世界中の維持浚渫へのアプローチ方法を再定義することを目指した。 

 

著者について 

JAKE STOREY 氏は Haven Dredging 社

のエグゼクティブ・ディレクターであ

る。2017年 8月に Harwich Haven 港湾

局に入った。海運業界で 25年以上の経

験を持ち、当局に入る前は贈賄防止事

業である TRACE International の戦略

顧問を務めていた。 
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JAKE STOREY 氏は Haven Dredging 社

のエグゼクティブ・ディレクターであ

る。2017年 8月に Harwich Haven 港湾

局に入った。海運業界で 25年以上の経

験を持ち、当局に入る前は贈賄防止事

業である TRACE International の戦略

顧問を務めていた。 

この分野における変革の必要性は、進歩し前進すると同時に、収益に見合った

生態系への責任を管理する必要性を強調している。Tiamat は、港湾事業が繁栄

するだけでなく、自然と調和しながら共存し、自然とともに浚渫する未来を形作

るという私たちの約束の証である。 

 

浚渫業界は、より効率的で持続可能な浚渫への解決策を長い間模索してきた。

従来の方法では多大なコストがかかるだけでなく、年間約 400 万トンの CO2 を

排出し、環境にも大きな影響を及ぼしている。こうした課題に真正面から取り組

むという私たちの決意は、絶え間ない技術革新の追求に繋がった。 

 

英国最大のトラスト港のひとつである Harwich Haven Authority による堅実

な開発と試験を経て、私たちは 2023 年初頭に Tiamat を導入した。流体力学的

撹拌浚渫ソリューションである Tiamat は、維持浚渫へのアプローチ方法を再定

義するものである。その技術は持続可能性を基盤としており、従来の方法と比較

して、よりクリーンで環境に優しいプロセスを採用しながら、維持浚渫のコスト

を削減する。このソリューションを市場に投入するため、Haven Dredging 社は

Harwich Haven港湾局の完全所有子会社および商業部門として設立された。 

 

Tiamat は、中層水中の土砂を汲み上げて排出することで機能するため、土砂

を別の場所に廃棄することなく継続的に浚渫することができ、時間、エネルギー、

費用を節約することができる。 

 

適応性の高い設計と拡張性により、コストのかかる改造を必要とせず、小型船

舶にも配備できる。このため、より幅広い用途に利用でき、従来の方法が高価で

あったり、アクセスできなかったりする場所でも、費用対効果の高い浚渫が可能

になる。 

 

また、浚渫市場に存在する能力と資源の制約を解決し、従来の方法と比較して

燃料消費量を削減する。その拡張性のある技術により、各港に合わせたオーダー

メイドの設計が確保され、効果を最大化する。 

 

Tiamat の最も魅力的な点の一つは、浚渫コストを大幅に削減できる可能性で

ある。特注の船舶を必要とし、処分場まで何度も土砂を運ぶ必要がある従来の方

法とは異なり、Tiamatは自然の力、つまり潮流を利用して土砂を撹拌する。 
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このダイナミックなアプローチにより、複雑な機械が不要になり、燃料消費量

が削減され、コストが最大 50％まで劇的に削減される。経済的な利点は否定で

きず、港湾当局はより効率的に資源を配分し、他の重要なインフラ計画に投資す

ることができる。 

 

Tiamatのイノベーションの中核には、環境

管理への責任がある。当社のアプローチは、

ネット・ゼロ・カーボン経済を目指す世界的

な動きと一致している。Tiamat は、処分場へ

の大規模な移動の必要性をなくすことで、温

室効果ガスの排出と騒音や水上交通による

汚染も大幅に削減させる。 

 

JAKE STOREY 氏 

 

試験結果によると、従来の方法と比較して最大 95％の排出削減が確認されて

おり、気候変動に対する私たちの総合的な取り組みに大きく貢献するものであ

る。さらに、Tiamat のプロセスは土砂が自然に補充されることを促し、より健

全な河口域と海洋生態系の保護を促進する。 

 

Tiamat の多用途性は、その革新的技術にとどまらない。この技術の拡張性に

より、賑やかな港湾から人里離れた水路まで、幅広い環境に適応することができ

る。この適応性は、世界中の港湾当局が直面する独自の課題に対応している。さ

らに、自然を利用した浚渫への当社の取り組みは、持続可能な活動への需要がま

すます高まっていることと軌を一にしている。 

 

私たちは現在、船の到着前に海洋生物にその存在を知らせる低出力のウォー

タージェットを船に取り付けることで、海洋生物への影響を少なくするよう

Tiamatを適応させている。Tiamat の自然との調和を図る能力は、生態系の健全

性を優先する浚渫作業の新たな基準となっている。 

 

Tiamatは、単なる技術的進歩ではなく、業界の常識を変えるきっかけとなる。

その導入は、浚渫への取り組み方を再考することを促し、海洋生態系を保全する

という新たな責任感を植え付ける。気候変動と資源の制約という複雑な問題を
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らに、自然を利用した浚渫への当社の取り組みは、持続可能な活動への需要がま

すます高まっていることと軌を一にしている。 

 

私たちは現在、船の到着前に海洋生物にその存在を知らせる低出力のウォー

タージェットを船に取り付けることで、海洋生物への影響を少なくするよう

Tiamatを適応させている。Tiamat の自然との調和を図る能力は、生態系の健全

性を優先する浚渫作業の新たな基準となっている。 

 

Tiamatは、単なる技術的進歩ではなく、業界の常識を変えるきっかけとなる。

その導入は、浚渫への取り組み方を再考することを促し、海洋生態系を保全する

という新たな責任感を植え付ける。気候変動と資源の制約という複雑な問題を

乗り越えていく中で、Tiamat は港湾当局に地域社会と地球の両方に積極的に貢

献する力を与える解決策である。 

 

私たちの旅はまだ終わっていない。この画期的な技術をさらに改良し、規模を

拡大し続けていくことで、私たちは真に世界的な影響をもたらすことを構想し

ている。実験の成功と世界中で取得された特許の数々は、技術革新の力を証明す

るものだ。Tiamat は今日だけの解決策ではなく、何世代にもわたる持続可能な

未来への投資である。 

 

Tiamat の開発は、前向きな変化への深い情熱と、世界中の海事産業にとって

より明るく、きれいな未来を創造するという取り組みによって推進されてきた。

Haven Dredging社は、この変革の旅の最前線に立っている。Tiamat のビジネス

ケースは、単なるコスト削減ではなく、浚渫作業に革命を起こし、持続可能性を

支持し、海事産業の状況に前向きな足跡を残すことにある。私たちは、技術革新

を指針とし、持続可能性が導くネット・ゼロ・カーボン経済への旅に、港湾当局

の皆様が加わることを望む。私たちは共に、何世代にもわたって響き渡る変化を

もたらすことができるのである。 
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Ports&Harbors 掲載文献の紹介（11編） 

１．2023年 11月 12月号（表紙、目次） 

記事選定、校閲者： 山本 忍 
国際港湾協会日本会議 事務局長 
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Ports&Harbors 掲載文献の紹介（11編） 

１．2023年 11月 12月号（表紙、目次） 

記事選定、校閲者： 山本 忍 
国際港湾協会日本会議 事務局長 

2023 年 11 月 12 月号の記事から以下(6)から(11)の 6 編を選定、翻訳紹介しまし

た。表紙写真は Hamburg Port Authority の CEOで、IAPH会長である Jens Meier

氏です。 

 

(6) Aligning values 

  表紙写真の Jens Meier 氏のインタビュー記事です。IAPH会長として優先して

取り組んでいくことは港湾の脱炭素化とデジタル化だとして IAPH の活動を強化

していくと述べています。さらに、港の強靭性を強化させ、サプライチェーンの

運営を最適化する策を積極的にとるとしています。そのためには関係者との協力

のもと、共通の目標に向かって進まねばならないとしています。 

 

(7) Time for joint thinking on ship and port automation 

船舶の自動化に対応して港湾もそれに対応すべく一緒に検討すべきであると

の記事です。自動化により船舶の寄港の最適化と接岸時間の最小化それによる荷

役作業その他の作業を最適化することが可能であると述べています。この影響は

船舶と港湾だけにとどまらず、サプライチェーン全体に恩恵をもたらす可能性が

あるとのことです。 

 

(8) Powering up 

  電気自動車用のバッテリー生産と港湾に関する記事です。リチウムイオンバッ

テリーの大規模製造施設が港湾の周辺に建設されています。また生産だけではな

くバッテリーのリサイクル施設についても紹介されています。港湾地域での電池

製造による経済効果に加え、電気自動車の普及によりゼロエミッションを実現し、

地球環境を守るという側面もあるとしています。 

 

(9)Lift up 

ソマリアの港湾開発に関する記事です。ソマリアは政治的混乱や海賊行為等に

より、国際社会からの投資が行われてきませんでした。2016年から DP World社

が Berbera 港の開発を行っておあり、取扱貨物は順調に伸ばしていっています。

隣国の内陸国であるエチオピアのゲートウェイはこれまでジブチでしたが、その

競合港としての役割が注目されると思います。 

 

(10)The impact of cyber crime and climate crisis on port insurance 

サイバー犯罪と気候変動が港湾に関する保険に及ぼす影響について書かれた

記事です。気候変動によって多額の貿易が損失のリスクにさらされているとの研

究結果があるそうです。世界中の港湾には気候変動に対するより厳密な対応計画

をインフラ施設の向上、漏れのない保険契約が必要であるとしています。 
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(11)From ancient linkages to new ones 

交易ルートとしての中央アジアの歴史を取り上げた記事です。中央アジアはか

つて中国とヨーロッパを結ぶシルクロードとして繁栄していました。15世紀には

オスマントルコが台頭して、税金が課されることなどにより、貿易は遮断される

ようになり、ヨーロッパ人は貿易を継続するため、海に出ていくことになります。

その後、海上輸送が優位になったため中央アジアは経済的に停滞の時期に入りま

した。 

ソ連が成立すると鉄道やパイプラインの建設により、経済活動、貨物輸送が活

発になっていきます。 

現在は中央アジアとアゼルバイジャンのバクーをつなぐ中央回廊の開発が進

められています。ロシアのウクライナ侵攻の影響を受けて、この回廊が今後どの

ように発展するか注目されます。 
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2023年 11月 12 月号 IN CONVERSATION WITH   ハンブルク港 Jens Meier氏のインタビュー 

Aligning values 

 

価値観を一致させる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

翻訳者： 栃本 怜美 さん 

関東地方整備局 港湾空港部 クルーズ振興・港湾物流企画室 

 

Abu Dhabiで行われた、IAPH世界港湾会議では、産業界のエネルギー転換、サ

Hamburg Port Authorityの CEO で、新たに

国際港湾協会会長に選ばれた Jens Meier氏

は、その任期が始まる前に、国際港湾協会の

Patrick Verhoeven氏に同協会が海運のデジ

タル化と脱炭素化において基準を一致させる

ことを支援するという彼の望みについて語っ

た。 

INES NASTALI氏による報告 



51

プライチェーンの強靭性や港湾運営のデジタル化といった産業の課題に関する

議論が行われた。また、Jens Meier 氏が IAPH の次期会長として承認された。

Jens氏は、2008年 4月から Hamburg Port Authority(HPA)の CEO である。彼は

ハンブルク港の理事会議長も務め、2019年から IAPHのヨーロッパ地域副会長で

あった。2021 年から 2022 年にはアフリカ地域での副会長を暫定的に務めてい

た。 

 

会長の任期 2年の間に、彼は野心的な計画を立てている。まず、港湾の大小に

かかわらず、IAPHファミリーとして維持していきたいと考えている。「自分の会

長任期は、断固とした決意により、港湾当局に力を与え、その影響力のある発言

が港湾セクターを確かに形作っていく期間だと私は思い描いている。」と HPAの

ハンブルクのオフィスを訪問した際に本誌に言った。 

 

IAPHのマネージングダイレクターである Patrick Verhoeven 氏とともに、彼

は、将来変化し続けるニーズと整合した港湾社会が持続可能で、安全でかつ互い

につながることを確実にすることが最優先であると話した。 

 

「グローバル・ビジネス情勢は急速に発展しており、港湾当局における最も重

要な代表機関である IAPHは、港湾全体の取り組みを発展させるための、とても

重要な意見交換の場として役割を担っている。」と Jens氏は述べている。 

 

彼は、競争の要素なしに連携を求め、大口荷主と IMO のような国際機関との

間を含む相乗効果の促進と、しっかりした情報伝達ルートを持ち IAPH において

透明性のあるリーダーシップを求めている。 

 

このような優先事項や原則で、Jens 氏は海運・港湾業界が向き合っている課

題の解決に取り組むために必要なツールを手にしたいと思っている。 

 

ウクライナや中東での緊張と戦争の地政学的に厳しい状況に加え、製造業の

サプライチェーンが西側に移動してきている。これら全てはグローバルな貿易

経路、海上航路、港湾活動に影響を与える。「地政学的に緊迫した状況下では、

港湾は貿易のパターン変化に適応する必要があり、IAPH は議論や戦略を通じて

強靭性を促進することができる。」と Jens氏は述べた。 

 

彼はそのため多くの中国の港湾を IAPHに加入させることに対しても関心があ
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プライチェーンの強靭性や港湾運営のデジタル化といった産業の課題に関する

議論が行われた。また、Jens Meier 氏が IAPH の次期会長として承認された。

Jens氏は、2008年 4月から Hamburg Port Authority(HPA)の CEO である。彼は

ハンブルク港の理事会議長も務め、2019年から IAPHのヨーロッパ地域副会長で

あった。2021 年から 2022 年にはアフリカ地域での副会長を暫定的に務めてい

た。 

 

会長の任期 2年の間に、彼は野心的な計画を立てている。まず、港湾の大小に

かかわらず、IAPHファミリーとして維持していきたいと考えている。「自分の会

長任期は、断固とした決意により、港湾当局に力を与え、その影響力のある発言

が港湾セクターを確かに形作っていく期間だと私は思い描いている。」と HPAの

ハンブルクのオフィスを訪問した際に本誌に言った。 

 

IAPHのマネージングダイレクターである Patrick Verhoeven 氏とともに、彼

は、将来変化し続けるニーズと整合した港湾社会が持続可能で、安全でかつ互い

につながることを確実にすることが最優先であると話した。 

 

「グローバル・ビジネス情勢は急速に発展しており、港湾当局における最も重

要な代表機関である IAPHは、港湾全体の取り組みを発展させるための、とても

重要な意見交換の場として役割を担っている。」と Jens氏は述べている。 

 

彼は、競争の要素なしに連携を求め、大口荷主と IMO のような国際機関との

間を含む相乗効果の促進と、しっかりした情報伝達ルートを持ち IAPH において

透明性のあるリーダーシップを求めている。 

 

このような優先事項や原則で、Jens 氏は海運・港湾業界が向き合っている課

題の解決に取り組むために必要なツールを手にしたいと思っている。 

 

ウクライナや中東での緊張と戦争の地政学的に厳しい状況に加え、製造業の

サプライチェーンが西側に移動してきている。これら全てはグローバルな貿易

経路、海上航路、港湾活動に影響を与える。「地政学的に緊迫した状況下では、

港湾は貿易のパターン変化に適応する必要があり、IAPH は議論や戦略を通じて

強靭性を促進することができる。」と Jens氏は述べた。 

 

彼はそのため多くの中国の港湾を IAPHに加入させることに対しても関心があ

る。「グローバル貿易には中国の港湾も含まれる。」と彼は言った。「グローバル

の代表にとって、中国は必要である。」と Patrick氏は同意し、「パンデミック以

来、我々は中国の港湾界と接することがなくなってしまっていたが、彼らとまた

接触することを優先すべきであろう。」と認めた。 

 

一方で、IAPH はここ数年に

渡って南北アメリカの港湾

との連携を強めてきた。Jens

氏はまた、Abu Dhabi での世

界港湾会議の時のように、オ

ーストラリアの港湾が IAPH

の仕事に関わっているのを

見てうれしく思っている。 

 

Patrick氏はまた、アフリカをエネルギー転換への協力や取り組みを強化でき

る場所と見ている。「そのような地域は Clean Energy Marine(CEM)の中心となる

可能性が大いにある。」と彼は述べた。 

 

「これは環境への懸念の問題だけでなく、地政学的変化の観点からエネルギ

ー供給を安定させる方法でもある。」と Jens氏は付け加えた。 

 

彼は、港湾は社会情勢に適応しなければならないと考える。「IAPH は Harbor 

Caf のような新しい取り組みを通じて持続可能性とエネルギー転換において、

鍵となる役割を果たしている。Harbor Caf は、エネルギー転換に焦点を当てて、

産業の脱炭素化にさらなる影響を与えようとインセンティブの提供者の間での

連携を提唱している。」 

 

ここで、Jens氏は懸念点を述べている。「IMO GHG戦略の見直しは昨夏に採択

されたが、我々はそれが効果的に実施されることを確実にしなければならない。

そのため、港湾が産業界の脱炭素化に向けて先んじて取り組むことが必須にな

ってくる。」と彼は述べた。 

 

また、この取り組みには国連の規制機関と、2024 年に IMO の運営を引き継ぐ

新任の Arsenio Dominguez 事務総長との継続的協力が含まれる。 
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The Environmental Shipping Index (ESI)は IAPHが実質炭素ゼロを目指す競

争で開発した一つの手段である。その指標は環境に優しい船舶に対し、インセン

ティブを与えている。また、これはクルーズ船が港湾に停泊している間の排出量

を記録する ESI@Berthモデルを特色とするものに、すぐに改良される。 

 

「したがって、無駄な取り組みを避けて集約した効果を最大限にしようと、私

は既存のインセンティブ提供者たちのより大きな連携を提唱している。」と Jens

氏は言った。 

 

彼の経営するハンブルク港は、全市内の土地面積の 14%を占め、ドイツの最大

の産業エリアである。Jens 氏は、またよりデジタル化され、より静かで、より

きれいな港を思い描いている。2030 年に、排気ガスの代わりに、彼は港湾で取

り扱われた香辛料の匂いを嗅げるようにし、コンテナのキーっと鳴る音の代わ

りに、カモメの声が聞こえるようにしたいと彼は考えている。 

 

脱炭素化だけが、皆が協力して同じ目標を持っていたとしても、取り組み方が

ばらばらでは解決できない問題ではない。「海運産業は、様々な機関で多くの取

り組みがなされているにもかかわらず、連携するためのデータが規格化されて

いない。データ形式やプロトコル、情報伝達方法が一致していないので、港湾局、

船会社、ターミナル運営会社、大口荷主、その他利害関係者の間で効果的なデー

タ連携を行えない。」と Jens氏は述べた。 

 

彼にはコンピュータ・サイエンスとさらには経済学の研究の経歴がある。彼の

港湾の高度化という点で注目しているのは、常に運営環境のデジタル化である。

港湾エリアのトラックの自動化を始めたり、港湾インフラを清掃、検査するロボ

ットの開発を支援したり、あるいは chainPORTに関して IAPHとともに働いてい

ることがその証拠である。 

 

IAPH とともに、デジタル化と連携がなされた港湾体系を創り上げることを目

指す数多くの港湾の間での提携である chainPORT は、世界中のより多くの港湾

局とつながっている。 

 

IAPH との協同プロジェクトは、海運のサプライチェーン全体のデータの規格

化を進めて、港湾のデジタルインフラの中での重要な部分の共通理解を深める

ことを目標としている。これは、サプライチェーンの強靭性を強化し、持続可能
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The Environmental Shipping Index (ESI)は IAPHが実質炭素ゼロを目指す競

争で開発した一つの手段である。その指標は環境に優しい船舶に対し、インセン

ティブを与えている。また、これはクルーズ船が港湾に停泊している間の排出量

を記録する ESI@Berthモデルを特色とするものに、すぐに改良される。 

 

「したがって、無駄な取り組みを避けて集約した効果を最大限にしようと、私

は既存のインセンティブ提供者たちのより大きな連携を提唱している。」と Jens

氏は言った。 

 

彼の経営するハンブルク港は、全市内の土地面積の 14%を占め、ドイツの最大

の産業エリアである。Jens 氏は、またよりデジタル化され、より静かで、より

きれいな港を思い描いている。2030 年に、排気ガスの代わりに、彼は港湾で取

り扱われた香辛料の匂いを嗅げるようにし、コンテナのキーっと鳴る音の代わ

りに、カモメの声が聞こえるようにしたいと彼は考えている。 

 

脱炭素化だけが、皆が協力して同じ目標を持っていたとしても、取り組み方が

ばらばらでは解決できない問題ではない。「海運産業は、様々な機関で多くの取

り組みがなされているにもかかわらず、連携するためのデータが規格化されて

いない。データ形式やプロトコル、情報伝達方法が一致していないので、港湾局、

船会社、ターミナル運営会社、大口荷主、その他利害関係者の間で効果的なデー

タ連携を行えない。」と Jens氏は述べた。 

 

彼にはコンピュータ・サイエンスとさらには経済学の研究の経歴がある。彼の

港湾の高度化という点で注目しているのは、常に運営環境のデジタル化である。

港湾エリアのトラックの自動化を始めたり、港湾インフラを清掃、検査するロボ

ットの開発を支援したり、あるいは chainPORTに関して IAPHとともに働いてい

ることがその証拠である。 

 

IAPH とともに、デジタル化と連携がなされた港湾体系を創り上げることを目

指す数多くの港湾の間での提携である chainPORT は、世界中のより多くの港湾

局とつながっている。 

 

IAPH との協同プロジェクトは、海運のサプライチェーン全体のデータの規格

化を進めて、港湾のデジタルインフラの中での重要な部分の共通理解を深める

ことを目標としている。これは、サプライチェーンの強靭性を強化し、持続可能

性の観点からも船積貨物についてより詳細に把握したいという大口荷主の需要

に応えることが目標である。 

 

「私たちの戦略パートナーの密接な協力の中で、港湾の強靭性を強化させ、サ

プライチェーンの運営を最適化する策を積極的にとる。このような取り組みは、

地政学的情勢とサイバーセキュリティの分野の複雑化によって、日に日に緊急

性を増してきた。港湾は、我々のグローバルなインフラにおいて重大な要素であ

るが、特有の圧力と脆弱性にさらされている。我々の主な目的は、港の強靭性を

強化することと、グローバル貿易の流れを何があっても止めないようにするこ

とである。」と、Jens氏は直近の chainPORT会議で述べている。 

 

サイバーセキュリティのテーマは、来年効力を発する IMO 規則にも関わって

来る。2024 年 1 月から、世界中の港湾は、貿易データをデジタル化してやりと

りができるような海運の単一窓口を提供することが義務化される。 

 

「もし、IMOが単一窓口の設置を求めるのであれば、私たちはその窓口の安全

を確保する必要がある。しかしながら、そのセキュリティ・プロトコルに苦労し

ている大陸もある。」と Jens氏は警鐘を鳴らしている。 

 

IMOの海事安全の責任者である Heike Deggi氏は、例えば発展途上国において

単一の海事窓口を設置するのは難しいと本誌に主張した。IMOはそのため、港湾

間の提携を進め、その提携した港湾が他国にシステムを設置するための財政的

援助をするというようないくつかの施策を作り上げた。 

 

IAPH側では、その Data Collaboration Committee（データ連携技術員会）は、

単一の海事窓口に関するシンポジウムに加えて、IMO の簡易化委員会（FAL: 

Facilitation Committee）と海上安全委員会(MSC: Maritime Safety Committee)

への報告書で IMOと連携している。「これら全ての取り組みは、IAPH が正しい方

向へ向いているということを示している。」と Patrick氏は言った。 

 

彼にとって、連携と規格化を考えているので、Data Collaboration とその他

2つの技術委員会、Risk and Resilience Committee (リスクと強靭性技術委員

会)、Climate and Energy Committee(気候とエネルギー技術委員会)との間の相

互連携を管理することは、来年の中心部分になるだろう。「頭の中で考えたあと、

私たちはさらにもう一歩進み、規格化する必要がある。」と彼は言った。 
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これはまた、IAPHが World Ports Climate Action Program のような他の港湾

を中心としたグループとともに行った最近の取り組みを含んでいる。World 

Ports Climate Action Programと共に、IAPH は port readiness tool for low-

and zero-carbon fuels（低炭素および脱炭素燃料導入に関する港湾の対応状況

を測定するツール）の作成に関わった。 

 

「港湾は明瞭な指針を望んでいる。なぜなら、新しいインフラに資金を投入す

ること、例えば代替燃料に対応することや、低炭素の荷役装置を導入するために、

また、これらのプロジェクトに沿ったビジネスの事例を作る必要があるからで

ある。」と Patrick氏は言った。 

 

これら全てのテーマと計画は、今年の Abu Dhabiでの World Ports Conference

で議論がされた。Jens氏にとって、CEM Hubsのさらなる発展と、port readiness 

tool を通じた海運の脱炭素化における港湾当局の役割の促進、サイバーセキュ

リティおよび違法売買・組織犯罪等の一般的なセキュリティは最も重要な事項

であった。 

 

今年の会議が無事終了したことで、Jens 氏は彼の任期中の見せ場の一つにな

るものについて先を見ている。HPAは来年 2024年の 10月に行われる World Ports 

Conference でのホストスポンサーになり、ハンブルク港が港湾当局とサプライ

チェーンの役員をドイツの海運中心地に招待する予定である。 

 

「我々が示したいのはスライドではなく、解決策だ。」と彼は冗談交じりに言

った。この解決策の一つは、HPAのトップが誇る計画である、港湾での陸上から

のエネルギー供給であるだろう。「我々が導入した柔軟なケーブル管理には利点

と、大きさやタイプの違う船に対応するのに必要な柔軟性を生み出した。」と彼

は述べた。 

 

それでなければ、ハンブルクでの IAPH Conference 2024 の中心は、将来の方

向性を協力して広げることであろう。これについては、既にうまく始まっている

と IAPHの新しい会長が付け加えた。 

 

「私たち皆、限られた資源を効果的かつ経済的に使用し、次世代のためにその

資源を保存しなければならない。特に、海洋環境においては、持続可能な解決策

に沿った効果的な輸送網の永続する利用が必要不可欠である。」と彼は言った。 
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これはまた、IAPHが World Ports Climate Action Program のような他の港湾

を中心としたグループとともに行った最近の取り組みを含んでいる。World 

Ports Climate Action Programと共に、IAPHは port readiness tool for low-

and zero-carbon fuels（低炭素および脱炭素燃料導入に関する港湾の対応状況

を測定するツール）の作成に関わった。 

 

「港湾は明瞭な指針を望んでいる。なぜなら、新しいインフラに資金を投入す

ること、例えば代替燃料に対応することや、低炭素の荷役装置を導入するために、

また、これらのプロジェクトに沿ったビジネスの事例を作る必要があるからで

ある。」と Patrick氏は言った。 

 

これら全てのテーマと計画は、今年の Abu Dhabi での World Ports Conference

で議論がされた。Jens氏にとって、CEM Hubsのさらなる発展と、port readiness 

tool を通じた海運の脱炭素化における港湾当局の役割の促進、サイバーセキュ

リティおよび違法売買・組織犯罪等の一般的なセキュリティは最も重要な事項

であった。 

 

今年の会議が無事終了したことで、Jens 氏は彼の任期中の見せ場の一つにな

るものについて先を見ている。HPAは来年 2024年の 10月に行われる World Ports 

Conference でのホストスポンサーになり、ハンブルク港が港湾当局とサプライ

チェーンの役員をドイツの海運中心地に招待する予定である。 

 

「我々が示したいのはスライドではなく、解決策だ。」と彼は冗談交じりに言

った。この解決策の一つは、HPAのトップが誇る計画である、港湾での陸上から

のエネルギー供給であるだろう。「我々が導入した柔軟なケーブル管理には利点

と、大きさやタイプの違う船に対応するのに必要な柔軟性を生み出した。」と彼

は述べた。 

 

それでなければ、ハンブルクでの IAPH Conference 2024の中心は、将来の方

向性を協力して広げることであろう。これについては、既にうまく始まっている

と IAPHの新しい会長が付け加えた。 

 

「私たち皆、限られた資源を効果的かつ経済的に使用し、次世代のためにその

資源を保存しなければならない。特に、海洋環境においては、持続可能な解決策

に沿った効果的な輸送網の永続する利用が必要不可欠である。」と彼は言った。 

したがって、「これは、サプライチェーンに関わる全ての人が、自分たちの共

通した難題を解決しようと協力して初めて成し遂げられるのだ。」 

 

2024年に、「我々はそのため、デジタル化と再生エネルギーの分野の具体案や

計画を表明するつもりである。それらは、我々と我々のパートナーが良い将来に

向かった道に既へ進みだしていることや、その道を一緒に開拓し続けるという

ことを示している。」と Jens氏は言い、2024年の IAPH World Ports Conference

の見通しを示すだけでなく、彼の IAPH会長就任がどのような結果をもたらすか

という別の見識も我々に示してくれた。 
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2023年 11月 12 月号 PERSPECTIVE                オペレーションの自動化 

Time for joint thinking on ship and 

port automation 

 

船舶と港湾の自動化について共に思考する時 

翻訳者： 齋藤 百香 さん 

関東地方整備局 東京港湾事務所 工務課 

 

2016年から自動運航船（MASS）の導入を支援してきた国際組織として、One Sea

協会はこの話題をめぐる議論の中心にいる。MASS に対する反響には強い傾向が

みられ、一方はその利点を擁護しているが、他方は懸念とこのような技術に対す

る信頼の欠如を表明している。 

 

しかし、MASS が乗組員のいる船舶に取って代わり、突如として現れるような

著者について 

SINIKKA HARTONEN 氏は One Sea 協会の

事務局長である。 

2022 年 10 月の任命前にはフィンランド

船主協会の環境技術主任であった。 
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ことはないだろう。高レベルの自動化と自律性が特徴となる将来の海運業界に

とって、どんな準備作業においても、近い将来に、様々な程度の自律性を持つ船

舶が共存することを考慮すべきである。 

 

したがって、港湾は従来の船舶とともに、高度に進化した自律航行船舶の両方

を受け入れる能力を保持することを検討するべきである。 

 

 国際連合の統計によると、2022 年における世界全体の寄港数は 450 万回であ

り、それぞれの寄港は、貨物の取引、船客の往来、データの交換といった重要な

活動を示している。 しかし、国際貿易がますます増加するにつれて、海上輸送

の効率を向上させるためにテクノロジーを活用する必要が生じている。従来の

方法ではもはや十分な利益は得られず、場合によっては、ただ同じ作業をしてい

ても、非効率や作業の遅れ、環境問題に繋がってしまう。 

 

自動化技術を採用し、海側と陸側が同時に発展することを確実にすることに

よって、私たちは無限の可能性を秘めた世界を切り開くことができる。船舶と港

湾における自律化技術の同時開発は、いくつかの理由から画期的な変化をもた

らす可能性がある。 

 

 第一に、同時開発そのものが効率性と生産性を高めるはずである。海運業界は

これまでずっと寄港の最適化と船舶の接岸時間の短縮に苦労してきた。しかし、

船舶と港湾間の意思疎通や連携を改善し、リアルタイムでの情報共有を可能に

することで、接岸や荷役作業、その他の作業を最適化することが可能である。 

 

これにより、待機時間の最小化や離岸の迅速化、生産性を最大化することがで

きるだろう。さらに、この好影響は船舶と港湾だけにとどまらず、輸送チェーン

全体に恩恵をもたらす可能性を秘めている。 

 

第二の理由は、サプライチェーンにおいて重要な、安全性とセキュリティに関

するものである。自動化技術が、船上での状況認識力を強化し、従来、人間の高

いレベルの注意を必要としてきた作業を完了することについて、乗組員を支援

することで、どのように航行の安全性を向上できるか見てきた。 

 

例えば、大量のデータが必要な場合には、自動化により、乗組員は他の作業に

集中できるようになり、実際に多くの船舶が長年にわたって自動化技術を活用
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してきた。港湾側では、自動化されたクレーン、荷役システム、監視ソリューシ

ョンによって、人的ミスを大幅に減らし、操作上のリスクを軽減することもでき

る。 

 

しかし、全体的に安全性を確保していくには、海運業界関係者間の協力が鍵と

なる。船舶や港湾に新技術を導入する際には、こうした技術によってもたらされ

る利点や強みを維持し、海上の安全性を継続的に向上させることができるよう、

業界が協力しなければならない。海側と陸側の積極的な協力が増え始めており、

これは非常に励みになることだが、さらに努力できる余地は常にあると考える。 

 

次に、船舶と港湾の自動化を同時に発展させ

ることは、より環境に優しく持続可能な海運を

目指す上で重要な役割を果たしてくれるだろう。

海側と陸側の連携がとれ、上手く調整された開

発は、企業の業務コストを下げるだけでなく、

海運業の二酸化炭素排出量を削減するような最

適化された業務を可能にするだろう。 

 

 

SINIKKA HARTONEN氏 

ロッテルダム港や ロサンゼルス港などの主要港では、このような素晴らしい

事例が見られる。そこでは、輸送チェーン全体の活動を同期化させる技術に加え、

港湾施設における作業を最適化する技術も活用している。また、小規模でもノル

ウェーのフィヨルドのように同様の発展がみられる。 

 

最後に、共同開発は異なる者がそれぞれの専門分野で貢献することで、技術革

新に繋がることが証明されている。アイデアや専門知識の交換、資金の共同出資

は、産業を前進させ、変革可能な海事産業のために新たなビジネスチャンスを生

み出すことができる。 

 

 このような利益を実現するためには、効果的な協力体制が不可欠である。その

ためには、輸送チェーン全体にわたるスムーズな情報交換と作業の自動化を最

大限活用することが必要だ。さらに、このような開発が前進し、このような未来

像が、商業的に実現可能な解決策となるためには、機器や解決策に対する適切な

要件を定義することが不必要に遅れることなく世界的な規制がなされることが

必要である。 
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 同時開発が最善の道であるが、広い範囲の自律性を支援するインフラとサー

ビスを提供することは、間違いなく難題である。しかし、従来の船舶のみを受け

入れるために整備された港湾は、自動化によって得られる経済的・環境的な利益

を逃し、遅れをとるだろう。一方で、自動化にいち早く、全面的に対応すること

ができる港湾は初期段階にとどまる新しい市場部分のみの事業に限られるだろ

う。 

 

現時点では、一般的な船舶の従来の係留方法と共に、自動化された接岸機能を

提供することによって、二つの機能を持つ港に発展させることが最も現実的な

活動方針である。 

 

世界ではいくつかの港湾がすでにこの目標に向かって取組みを進めており、

今後、新技術やデジタルソリューションへの投資が進むにつれて、この目標がさ

らに広まるのは時間の問題だろう。 

 

 結局のところ、従来の運航船と新技術の無人船を支援することができる二重

機能を提供することで、港湾は、その間に市場シェアを限定することなく、技術

が普及したときに自律型船舶と自動化による恩恵を得ることを確実にすること

ができる。 

 

 しかし、実際にこのような港湾の整備を成功させるためには、一時的な流行語

を越えて、本物の具体的な成果をあげることに注力しなければならない。海運の

他の分野のように、結果が成功を図る真の手段である。 
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Powering Up 

 

パワーアップ 

 

翻訳者： 村川 達郎 さん 

東北地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 

 

電気自動車は気候変動との闘いにおける重要なベクトルであり、政策立案者が

排出量の削減目標を引き上げるにつれて、世界市場は指数関数的な成長を遂げ

ている。 

欧州は中国本土と競争するために電気自

動車用電池において生産を拡大しており、

港湾はギガファクトリー（脱炭素化と電動

化に関連する部品や製品を生産する大規模

生産施設）や主要原料の精製所、電池のリサ

イクル施設の戦略的拠点として台頭しつつ

ある。 

STEPHEN COUSINS氏による報告 



62

2023年 11月 12 月号 FEATURE                      バッテリー製造 

Powering Up 

 

パワーアップ 

 

翻訳者： 村川 達郎 さん 

東北地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 

 

電気自動車は気候変動との闘いにおける重要なベクトルであり、政策立案者が

排出量の削減目標を引き上げるにつれて、世界市場は指数関数的な成長を遂げ

ている。 

欧州は中国本土と競争するために電気自

動車用電池において生産を拡大しており、

港湾はギガファクトリー（脱炭素化と電動

化に関連する部品や製品を生産する大規模

生産施設）や主要原料の精製所、電池のリサ

イクル施設の戦略的拠点として台頭しつつ

ある。 

STEPHEN COUSINS氏による報告 

国際エネルギー機関(IEA)の推計によると、電気自動車は 2023年に世界で販売

される新車のうち 18%を占め、ネットゼロ目標に届く範囲であれば、2030 年ま

でに総販売台数のうち 65%を占める可能性がある。 

 

欧州エネルギー機関は、電気自動車の炭素排出量は、ガソリン車やディーゼル

車を運転するよりも約 17%から 30%少なく、低炭素の製造工程で数値が改善する

ことを発見した。 

 

この点において、EU は EV（電気自動車）に関する野心的な計画を策定してお

り、2035 年までにガソリン車とディーゼル車の新車販売を段階的に廃止したい

と考えている。 

 

この莫大な需要を満たすには、何百万ものリチウムイオン電池が必要であり、

電力への移行をサポートするギガファクトリーと呼ばれる巨大な電池工場を建

設するための世界的な軍拡競争が進行中である。 

 

しかし、欧州は電池生産能力への投資が遅れており、この分野に長年投資して

きた中国本土、日本、韓国などと必死の追い上げ競争を繰り広げている。 

 

Benchmark Mineral Intelligence によると、中国本土は市場で大きくリード

しており、今年世界のリチウムイオン電池の 76％を生産すると予想されている

のに対し、EUはわずか 7％にとどまっている。 

 

バランスを是正し、2025 年までに年間 2,640 億ドル相当になると予測される

市場を獲得することを目指して、EUは 2017年に欧州電池同盟を立ち上げた。 

 

 
写真：オーストラリアの Greenbushes の現場でリチウム鉱石がコンベアに沿っ

て運ばれる様子（撮影：Getty Images/Bloomberg Creative Photos） 
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各国当局、機関、業界関係者からなるこの集団は、リチウム、ニッケル、グラ

ファイトなどの主要原材料の供給確保を含め、EV 用電池生産のための完全な国

内電池バリューチェーンの確立を目指している。 

 

したがって、2030 年までに欧州で年間最大 80 万トンと予測される需要を満た

すために、リチウムの精製が緊急に必要とされている。現在、この供給経路には

160以上の産業プロジェクトと 30 のギガファクトリーが含まれており、2022年

だけで 1,900億ドル以上の投資が行われている。 

 

実際、EV市場が存続可能な市場を形成するためには、鉱山、精製所、化学工学

施設のエコシステム全体が稼働する必要がある。 

 

この業界に進出している欧州企業には、元 Tesla 社役員２人が共同設立した

Northvolt AB 社が含まれており、同社はスウェーデン北部に欧州初のギガファ

クトリーを開設した。自動車メーカーの Mercedes-Benz Group AG と BMW Group

はドイツにエネルギー効率に優れたギガファクトリーを設立しており、ノルウ

ェーのエネルギー会社 Freyr Battery Norway AS は辺鄙な海岸沿いの町 Mo i 

Ranaに風力と水力をエネルギーとするギガファクトリーを計画している。 

 

EU の港はすでに EV 用電池の新たにできたサプライチェーンにおける重要な部

分を担っており、電池製造工場と原料精製施設の両方が立地し、貿易の流れを支

えるのに必要とされている。この産業分野において低炭素の可能性が最大限に

発揮されるように、廃棄された電池と電池の製造過程における廃棄物を処理す

るために必要な 10,000m2のリチウムイオン電池リサイクル施設がロッテルダム

港に開設された。 

 

一方、2023年後半にフランスの Dunkirkで稼働予定のギガファクトリーは、港

の海上接続を活用し、地元の貿易と雇用を大幅に促進するだろう。 

 

変化の先頭に立って、Green Lithium 社が 6億 3,500万ドルをかけてイギリス

の Teesportに新設する精製所は 2025年に開設され、年間 100万台の EVに十分

な量の水酸化リチウムを生産する予定だ。Green Lithium 社によると、これは

2030年の欧州の総需要の 6%に相当し、EUの目標達成に大きく貢献するとのこと

だ。 
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したがって、CO2 排出量の多い中国のリチウム精製所と競争するための新工場

の戦略的目標の 1つは、低炭素排出量を達成することである。Green Lithium 社

の工場では、排出量が約 80%削減され、リチウム 1 kgあたり CO2が 3.3 kgにま

で低減される製品が製造される。削減した分の４分の１は、熱を削減したアルカ

リ浸出の生産過程から得られ、残りの半分は Teesside地域の低炭素および再生

可能産業の活用から得られる。 

 

Green Lithium 社の Sean Sargent 最高経営責任者（CEO）は本誌に対し、次の

ように述べた。「私たちは、これまでの過程で天然ガスに代わる水素を中心とし

た新たな状況に到達する場所を選択する必要があった。残留排出物を除去する

ためには CO2 回収に取り組む必要があった。最大のエネルギー需要は電力であ

るため、再生可能エネルギー源へのアクセスが必要だった。Teesside 地域はそ

のすべてを私たちに提供し、脱炭素化を可能にした。」 

 

さらに、EU の電池に対する規制が 2023 年 6 月に改正され、電池の持続可能

性、安全性、競争力を確保するために、生産から再利用、リサイクルに至る電池

のライフサイクル全体を規制した。 

 

EV 用電池には CO2 排出量を特定し、それを削減する計画を立てることが求め

られている。電池は、最低限リサイクルされる必要のある内容物を含め、寿命の

終わりに再利用、再製造、またはリサイクルできるように設計しなければならな

い。この措置は欧州の持続可能性を後押しするだけでなく、自動車メーカーのア

ジアからの輸入依存を一変させ、地元の製造能力を強化することになる。 

 

EV 用電池をリサイクルする施設は現在ロッテルダム港にあり、 TES 

Sustainable Battery Solutions GmbH 社が欧州で運営する 3施設のうちの 1施

設であり、欧州において最大規模となる予定だ。この施設の開設は、2050 年ま

でにネットゼロを実現し、プラスチック、電池、建材のリサイクルハブを含む循

環的な生産プロセスを確立するという港の広範な戦略に沿ったものである。 

 

Elbeweg 水路に隣接して戦略的に位置するこの 10,000m2 の施設には 2,000m2

の建物が含まれており、TES 社 には隣接する敷地に拡張するという選択肢があ

り、その場合、敷地は 40,000m2 以上に増加する。 

 

TES 社の運営担当マネージング ディレクターである Nivar Fuchs 氏による
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と、新しい EV用電池は何年も使用できるため、現在、リサイクルは生産からの

廃棄物や損傷したセルに重点が置かれている。「これは新しい市場であり、電池

の化学的性質や生産方法に関して多くの変化があり、生産に多大な影響が出る

可能性があることを意味する。」と Fuchs 氏は述べた。「電池の工場からは膨大

な割合の廃棄物が排出されているが、すべてを処理するためのリサイクル能力

は十分でない。」 

 

さらに、電池の規制では、新しい電池に再利用材料をより高い割合で使用する

ことが求められており、これらの基準を確実に満たすためには、より多くのリサ

イクルが必要である。その結果、TES社は生産を拡大するために英国だけでなく

ドイツ、スペイン、ポルトガルの将来の拠点にも注目している。 

 

Fuchs 氏は、ロッテルダムや同様の大きな港は、トラックを収容できるインフ

ラがあり（海上アクセスはそれほど重要ではない）、有害廃棄物の処理方法を理

解している多くの化学産業が拠点を置いているため、リサイクル活動に理想的

な場所であると述べた。 

 

「当社の生産過程から排出される一連の廃棄物には、外部で処理する必要があ

るものもあるが、そのような施設はすでに近隣にあるため、助かっている。」と

Fuchs氏は述べた。 

 

戦略的な港の位置も、フランスの Dunkirkにある Verkor社の低炭素ギガファ

クトリーの新しい敷地を選定するうえで重要な要素だった。この工場は港の主

要産業地域の 80ヘクタール分の敷地に位置し、年間 30万台の EV に搭載するの

に十分な電池を供給する予定で、2025年に生産を開始する。 

 

このスタートアップ企業の共同創設者である Olivier Dufour 氏によると、当

初の仕様では最適な物流接続、鉄道網、高速道路に近い場所が必要であった。さ

らに、十分な電力と、資格を有した労働者を大量に雇うために十分な規模の求職

者が必要であった。2030年に工場が完全に稼働した場合、2,000人の直接雇用と

5,000人の間接雇用が生まれる可能性がある。 

 

Verkor 社はフランス北部に電池製造に関する企業集積地帯を形成しており、

Dunkirkは同社に「海洋アクセスと非常に広大な面積を持つ独立した敷地という

新たな機会を与えてくれる。これにより、ギガファクトリーの拡張が可能となり、
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初の仕様では最適な物流接続、鉄道網、高速道路に近い場所が必要であった。さ

らに、十分な電力と、資格を有した労働者を大量に雇うために十分な規模の求職

者が必要であった。2030年に工場が完全に稼働した場合、2,000人の直接雇用と

5,000人の間接雇用が生まれる可能性がある。 

 

Verkor 社はフランス北部に電池製造に関する企業集積地帯を形成しており、

Dunkirkは同社に「海洋アクセスと非常に広大な面積を持つ独立した敷地という

新たな機会を与えてくれる。これにより、ギガファクトリーの拡張が可能となり、

2030 年に生産される 50GWh の発電量という目標を達成し、潜在的にはそれを超

えることになるだろう。」と Dufour 氏は最近のリリースで述べた。 

 

ネットゼロエミッションを世界的に実現し、気候破壊を防ぐ鍵となる EV の普

及により、港湾には電池製造に取り組む経済的および環境的インセンティブが

あるだけではなく、将来の世代のために地球を守るという倫理的側面もある。 

 

最近の海上輸送事故により、リチウムイオン電池による

火災の危険性が浮き彫りになった。Allianz Commercial社

の海洋リスク・コンサルティングのグローバル責任者であ

る Rahul Khanna船長が、危険性とその管理方法について説

いている。 

 

コンテナに入れて輸送される場合、または EV に搭載されて輸送されるリチウ

ムイオン電池は、特に電池が使用されている場合や欠陥・破損している場合、ま

たは不適切に保管・梱包・取扱われた場合において、潜在的に危険で発火する可

能性がある。主な危険は、火災、爆発と熱暴走で、これは急速な自己発熱火災で

爆発を引き起こす可能性がある。火災は非常に激しく、消火が非常に難しく、消

火後数時間、場合によっては数日後に自然に再発火する可能性がある。 

 

ほとんどの船舶には、海上でのこのような火災に対処するための適切な防火、

消火能力、探知システムを欠いており、船舶の大きさの劇的な増大によって事態

はさらに悪化している。 

 

先回りした対策に注意を払う必要がある。船会社と荷送人は、確実にリチウム

イオン電池を安全な状態の充電レベルの 30%から 50%にすべきだ。製造上の欠陥

は火災の主な原因となるため、荷送人は輸送前にメーカーからテストの概要な

どについて適切な認証を要求する必要がある。 

 

考慮すべきその他の対策には、職員や乗組員が適切な訓練を受け、適切に消火

設備を使用することができるようにすること、早期発見システム、危険制御、緊

急計画を改善することが含まれる。 
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2023年 11月 12 月号 PROJECT FOCUS                      ソマリア 

Lift up 

 
写真 Berbera 港 ED RAM/AFP via Getty Images 

港湾整備を通じた競争力の底上げ 

 

翻訳者： 山下 淳平 さん 

関東地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 

 

港湾インフラへの莫大な投資がソマリアの歴史における新しい章の幕開けを

海賊問題の終結が生み出すソマリアの

港湾インフラの大きな可能性を明らかに

する。 

 

VLADISLAV VOROTNIKOV氏による報告 
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予感させる。かつて、果てしない紛争と海賊行為の盛んな地域で、世界から見捨

てられていた国は、Berbera 港と Gara’ad 港を拠点に世界貿易のハブへと急成

長を遂げている。 

 

2016年に DP World社は、国際社会から承認されていない分離地域であるソマ

リランド共和国政府より、港湾規模を拡張・向上するために４億ドル以上を投資

し、Berbera 港で 30 年間、多目的港湾を管理・開発する権利を獲得した。2017

年の事業開始以来、同港の船舶数は 450%上昇し、コンテナと一般貨物の取扱量

はそれぞれ 30％と 90％増加した。 

 

 「DP World 社は、世界で最も忙しい海運航路のひとつに隣接する Berbera港

を、１億４千万人以上の人口を抱えるアフリカの角地域にサービスを提供する

ための海運、物流、産業貿易の統合ハブに変える計画をしている。」と DP World 

Group社の副社長である Adal Mirza 氏は述べた。 

 

 ソマリランドにとって、Berbera 港の重要性を過大評価することはできない。

Berbera港は、地域経済の屋台骨となることが期待されている。 

 

「拡張の結果、Berbera港は2035

年までにソマリランドの GDP の約

27％、地域貿易の 75％に相当する

貿易を促進すると予測されてい

る。」と Adal氏は述べ、Berbera経

済特区（BEZ）の重要性についても

強調した。この経済特区の最初の

部分は、DP World 社とソマリラン

ド政府が 2022 年 3 月に立ち上げ

た。 

 

 Berbera経済特区は、貿易要件を

満たすために多くの海上の玄関口

を必要とするエチオピアのアディ

スアベバに接続する Berbera 回廊

として知られている Berbera-

Wajaale道路に沿って港からわず   

か 15㎞の場所に位置している。 
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 Berbera 経済特区のマスタープランは 1200 ヘクタールの広さで、需要が高ま

るにつれて徐々に拡大される。Mirza 氏によると、第１段階は現在オープンして

おり、企業用施設建設用のサービス付き土地区画、１万平方メートルの建設済み

倉庫、借主の要望に合わせて建設された施設、屋根のない蔵置場所、DP World社

が顧客の貨物を取り扱うために運営する共用倉庫、端末相互間の IT サービスを

備えた事務所用地などを提供している。 

 

港湾インフラの拡張を目的とした大きなプロジェクトは Berbera 港だけでは

ない。2022年にソマリア政府は、北部海岸の深水港であり、Garacad としても

知られ、エチオピアの南東地域との間を道路で結ぶ Gara’ad港を開いた。この

プロジェクトは、家畜、魚、鉱物、農産物の輸出を促進するための総額 5億 3,100

万ドルの投資計画の一部である。Berbera港と同様に、近隣諸国からの多くの貨

物の通過を促進するためである。 

 

 「最近、ソマリアでは、港湾インフラ整備の発展に大きな動きがある。」とナ

イロビを拠点とするコンサルタント会社DDC Customs Law社のCEOであるDanilo 

Desiderio 氏は述べた。さらに、「私の意見だが、この発展は主に隣の内陸国で

あるエチオピアの海上へのアクセスを多様化させ、ジブチへの依存度を減らす

というニーズによって推進されている。ジブチは現在エチオピアの貿易の窓口

の 90％以上を占めているが、東アフリカで最も高い港の一つだ。」と述べた。 

 

 エチオピア政府は、地域内の港および道路回廊の利用に関する多様化戦略を

積極的に推進している。これにより、現在 Doraleh港や Tadjoura 港の利用でジ

ブチに支払っている高額なサービス料金を、地域内の港の競争が激化すること

で大幅に削減できると考えている。 

 

Desiderio氏によれば、2023年 7月、エチオピアの Abiy Ahmed 首相は、国が

支払う現在の港湾にかかるコストを「持続不可能」だとして、エチオピア政府が

地域内で追加の輸出港を確保するためにあらゆる選択肢を検討していることを

発表した。 

 

「私は、この傾向が続くと確信しており、将来、地域の港湾間の競争がさらに

激化すると考えている。Berbera港と Gara’ad港とは別に、エチオピアは最近、

ジブチとの国境に近いソマリランドの別の港である Zeila 港の開発工事の参加

に興味を示した。」と Desiderio氏は述べた。 
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海海賊賊行行為為のの終終焉焉 

 ソマリアはアフリカ諸国の中で最も長い約 3,300 kmに及ぶ海岸線を持ち、ス

エズ運河の南に位置する世界で最も重要な国際通商航路の出入り口になってい

る。これは港湾インフラへの投資にとって理想的な場所である。しかし、過去数

十年間、政治的不安定さが続き、その結果の一つが悪名高い海賊行為であり、外

国投資家はソマリアに来ることをためらってきた。しかし、過去数年間、商船に

対するソマリア沖での攻撃はなくなり、世界の大国はこの問題が解決したと考

えている。 

 

 「海賊の脅威は現在抑えられており、再び現れる兆候はない。」と、国際海運

会議所のシニアマネージャーである John Stawpert 氏が述べた。Stawpert 氏は

さらに、「これには多くの理由がある。当該地域を通過する船舶の対策状況が向

上し、海賊にとっての実行可能な標的が減少している。また、EU の海軍部隊で

ある SHADE を通じて調整され、まとまった多国籍軍の存在が出現し、武装警備

員の配置もある。2017 年 3 月以来、成功した海賊行為は報告されておらず、海

賊行為の試みや攻撃も 2013年以来急激に減少している。」と付け加えた。 

 

 「これらすべての要因が合わさって、ソマリアの海賊行為は犯罪集団として不

可能になり、ギャングや中心人物たちはイエメンの内戦を悪用し、他の犯罪地域

に移動した。ソマリアの沿岸での発展と社会的な要因も、海賊行為が長期間抑え

られる可能性が高いことを確実にした。その大きな理由は、これまで乗っ取った

船を隠した錨地に海賊がアクセスできなくなったためだ。」と Stawpert 氏は述

べた。 

 
写真：DP World社の Berbera港の夜間荷役 EDRAM/AFP via Getty Images 
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 国連のカンパラ・プロセスによるソマリア海賊対策のコーディネーターであ

る John Steed氏は、ソマリアの海賊時代の終焉は、地元の政治家やビジネスリ

ーダーが、合法的なビジネスと同様に他の国際犯罪から利益を得ることができ

ると認識したことを意味すると意見を述べた。 

 

 「良心的でない人々は、銃やその他の武器の取引からより多くの利益を得るこ

とがわかり、税金を免れた輸入品を容易に取引できる小さな港や陸揚げ地を作

った。」と Steed 氏は述べた。Stawpert 氏は同意して、「この地域には他の安全

保障上の脅威があり、ソマリアの海賊行為が再発する可能性は常にあるが、現時

点ではその可能性は低いようだ。」と述べた。 

 

 軍の存在が海賊行為の撲滅に効果的であることが証明されたが、新たな投資

による経済的な改善がこの問題を永遠に解決することが期待されている。 

 

 Stawpert氏は「新たな貿易の機会は明らかに海運業界にとって良いものだが、

さらに重要なのは、それらが地域の経済成長や地域コミュニティ、そしてソマリ

ア社会全体への恩恵になることだ。」と述べた。 

 

 さらに Stawpert氏は「沿岸開発の影響により、海賊が錨地にアクセスする能

力が既に低下しており、地元の警察部隊の発達が海上安全保障に良い影響を与

えている。しかし、状況は脆弱である。必要なのは、これらの点在する地域での

発展が沿岸全体に広がり、自由で安全な貿易の利益を全国にもたらすことだ。」

と付け加えた。 

 

 Steed氏によると「北ソマリアの海岸にある港は、プントランド、ソマリラン

ド、および東エチオピアが輸入するのに必要な要件を満たしている。しかし、以

前、海賊の港があった東ソマリアの海岸に、エチオピアとの良好な道路接続を持

つ小さな港、Gara’ad港を含むと見込んでいるが、を建設することができれば、

南エチオピアに東西のルートを開く可能性がある。」とのことだ。 

 

 「これらの新しい小規模な港は、魚介類の輸出の機会を開拓した。したがって、

合法的な東海岸の港は重要となり、ビジネスに必要な安全要件が海賊行為をす

る欲望に打ち勝った。」と Steed氏は付け加えた。 

 

 

海賊行為を根絶したとしてもソマリアは間違いなく世界で最も安全な場所と

は程遠い。 

 

 「ソマリアを物流のハブとして発展させる上でのもう 1 つの主要な障害は、

内陸の安全保障である。」と Desiderio 氏は述べ、ソマリアには鉄道システムが

ないため、現在、貨物を海港に運ぶ唯一の選択肢が道路輸送であると説明した。

認識されているソマリアの安全保障のリスクは現在非常に高く、ほとんどの物

流会社は自社の車両や貨物を危険にさらすリスクを受け入れることを嫌い、ソ

マリア国内の道路を利用するのを避けている。 

 

 Desiderio 氏は、「ソマリランドはソマリアの他の地域と比較して相対的に安

全であるため、Berbera回廊沿いの状況はずっと良い。この理由により、Berbera

港には当該地域で最大の開発可能性があると考えられる。」と付け加えた。 

 

 一方で「ソマリアはアフリカの角地域で最もエネルギー費用が高い国でもあ

ることを考慮する必要がある。港は多くのエネルギーを消費するため、Berbera

港が地域内の他の港と競争力を保つための必要条件は、費用を下げることがで

きる再生可能エネルギーへの投資を政府が誘致することだ。この地域でソマリ

アに次いで電気のコストが高いのはジブチであり、ジブチは再生可能エネルギ

ーの開発を通じてこれらの費用を削減しようとしている。」と彼は続けて述べた。 

 

 59MWの Ghoubet風力発電所、30MW の Grand Bara 太陽光発電所、および 30MW

の Fial h地熱プロジェクトは、国内で実施されているいくつかのプロジェクト

の例である。 

 

 「ジブチは、アフリカ開発銀行によって資金提供されたエチオピアとの間の 2

つの相互接続プロジェクトから利益を得ている。最初は 2011年に、2番目は 2021

年に行われ、これにより国が比較的安価なコストで電気を輸入することが可能

になった。」と Desiderio氏は述べ、ソマリランドが長期的に港の競争力を維持

したいのであれば、同様のプロジェクトを開始する必要があると自信を示した。 

ソマリランドが国際社会に認められていないことを考えると、現時点では国

際金融機関が提供する助成金や優遇融資の対象となる資格がない。 

 

 「これは、将来の開発計画に必要な資金を獲得するために、主に民間セクター

を関与させる必要があることを意味する。」と Desiderio氏は付け加えた。 
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 国連のカンパラ・プロセスによるソマリア海賊対策のコーディネーターであ
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と付け加えた。 
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ソマリランドが国際社会に認められていないことを考えると、現時点では国

際金融機関が提供する助成金や優遇融資の対象となる資格がない。 
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2023年 11月 12 月号 PERSPECTIVE                       海上保険 

The impact of cyber crime and climate 

change crisis on port insurance 

 

サイバー犯罪と気候危機が港湾保険に与える影響 

 

翻訳者： 村瀨 公崇 さん 

関東地方整備局 京浜港湾事務所 第一工務課 

 

今日、港湾の直面している最も大きな課題の１つは保険の著しい変化である。

戦争、サイバー犯罪、異常気象、そして COVID-19のもたらしたサプライチェー

ンの大混乱の爪痕が重なり合うことで、保険業者はより一層リスク回避の姿勢

を強めている。その結果として、港湾やターミナルは保険料が高すぎる上に不十

分な保険をかけている危険性がある。 

 

 

著者について 
EDWARD MCNAMARA 氏は米国の Clevelandに

拠点を置く港湾保険の仲介業者であるArmada 
Risk Partners の CEOであり、保険業界で 15
年以上活躍している。以前には、自身で技術

系企業を経営しており、生涯にわたりデジタ
ル通信に興味を持ち、サイバー攻撃対策に精
通している。 
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翻訳者： 村瀨 公崇 さん 

関東地方整備局 京浜港湾事務所 第一工務課 

 

今日、港湾の直面している最も大きな課題の１つは保険の著しい変化である。

戦争、サイバー犯罪、異常気象、そして COVID-19のもたらしたサプライチェー

ンの大混乱の爪痕が重なり合うことで、保険業者はより一層リスク回避の姿勢

を強めている。その結果として、港湾やターミナルは保険料が高すぎる上に不十

分な保険をかけている危険性がある。 

 

 

著者について 
EDWARD MCNAMARA 氏は米国の Cleveland に

拠点を置く港湾保険の仲介業者であるArmada 
Risk Partners の CEOであり、保険業界で 15
年以上活躍している。以前には、自身で技術

系企業を経営しており、生涯にわたりデジタ
ル通信に興味を持ち、サイバー攻撃対策に精
通している。 

港湾と保険業者の関係を取り持つ仲介業者として、港湾事業者に最初にする

助言は、保険の内容を経営幹部陣レベルまで報告することである。ただ単に既存

の保険業者との更新契約を延長するわけでも、費用を元に契約を更新するわけ

でもないことが重要である。保険に関する危険性を考えると、経営幹部陣が今監

督しなければならない仕事は、自身の港湾運営とインフラに関する深い知識を

用いて保険契約の細部を見直すことである。 

 

保険料が増えている一方で保険の対象範囲は減少していることは明白な事実

である。この変化は、港湾の保険における新しい常識である。その一見小さくも

大きな影響をもたらす変化は、NLE（通常損失予想）という保険業者全体の心境

を表す３文字にも見られる。 

 

しかしながら、NLE は保険業者から使われなくなりつつあり、仲介業者とし

て、保険料見積は予想最大損失や最大予見可能損失というより高額なリスク基

準に移行しつつある。このような状況においては、保険契約について十分に理解

しており、かつ、自分の港のどの部分が脆弱であるかを理解していない限り、本

当に必要な保険料よりも遙かに高い保険料となる可能性がある。 

 

それでは、どうしてこのような事態となっているかと港湾をよりよく守るた

めには何ができるかについて少し深く掘り下げよう。 

 

まず、保険業者は異常気象に非常に関心を寄せている。ハリケーンや洪水、

嵐による被害はより一般的になりつつあり、港湾の人々や資産、業務は損害や混

乱、第三者からの請求にさらされている。保険業界は自然災害による保険損失が

1,150億ドルと 10年平均の 810億ドルを上回り続けていることを痛感している。 

 

2022年 9月にフロリダを襲った Hurricane Ianはその年に最も被害を出した

自然災害であり、保険損失は 500 億ドルから 650 億ドルと推定される。そして

よく知られている通り、港湾はハリケーンの被害と請求を受ける最前線である。 

 

Oxford 大学による最新の報告書による推計では、気候変動によって毎年 630

億ドルにも及ぶ貿易が損失の危険にさらされているとしている。結論として、世

界中の港湾には気候変動に対するより厳密な対応計画とインフラ施設の向上、

漏れのない保険契約が必要なのである。 
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一つの心配な傾向として、港湾の閉鎖に対する補償の欠如が挙げられる。一部

の港湾は、政府が異常気象の後、港湾の閉鎖を解除すると考えているため、上がり

続ける保険料を鑑みて、港湾の閉鎖に対する保険を削るべきものとみなしている。 

 

しかしながら、政府は大抵、行政上の煩雑な手続きやその他の緊急的な優先

事項に手を取られており、必要な早さで対応できるとは限らない。港湾の閉鎖へ

の保険がない場合、港湾は事実上麻痺し、収入が激減する可能性がある。それ故、

港湾の閉鎖に対する保険をかけておくことが賢明である。そうすることで、港の

運用を開始するための修理や障害物の撤去を行うことができる。 

 

港湾事業者にとって、第三者よりもよりよく港湾を運用することが優先であ

ることは明白な事実である。多くの港湾において、自然災害の後には政府が対応

することを当然と考えているが、政府が確実に対応しないような場合でも港が

閉鎖しうることをしばしば忘れている。例えば、船の火災や座礁によって入港が

妨げられる場合である。この時、船舶運航者が良い保険に加入していないかもし

れない。港の閉鎖の解消を費用で揉めかねない第三者の手に委ねたくはない。 

 

港湾保険は、不穏な国際関係によってさらにまた影響を受ける。ロシアによ

るウクライナ侵攻やアメリカと中国との間の緊張の高まり、台湾侵攻の脅威な

どがわかりやすい例である。 

 

保険業者は制裁について心配しており、例えば多くの国際企業、特に中国企

業が出資した港湾の所有権に対して制裁がどのような影響を与えるかについて

懸念している。 

 

港湾へのサイバー攻撃は、現在、港湾事業者が直面している最も大きくかつ

最も複雑な脅威の一つである。日本の名古屋港は 2023年７月にランサムウェア

攻撃の標的となり、国際港湾における最新の例となった。その事件では、貨物梱

包が妨害され、多くのデータが削除され、３日間コンテナターミナルの操業が停

止させられる深刻な事態となった。 

 

組織の性質のために港湾がサイバー攻撃に対して脆弱になったことを今、港

湾者は痛感している。 
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ることは明白な事実である。多くの港湾において、自然災害の後には政府が対応

することを当然と考えているが、政府が確実に対応しないような場合でも港が

閉鎖しうることをしばしば忘れている。例えば、船の火災や座礁によって入港が

妨げられる場合である。この時、船舶運航者が良い保険に加入していないかもし

れない。港の閉鎖の解消を費用で揉めかねない第三者の手に委ねたくはない。 

 

港湾保険は、不穏な国際関係によってさらにまた影響を受ける。ロシアによ

るウクライナ侵攻やアメリカと中国との間の緊張の高まり、台湾侵攻の脅威な

どがわかりやすい例である。 

 

保険業者は制裁について心配しており、例えば多くの国際企業、特に中国企

業が出資した港湾の所有権に対して制裁がどのような影響を与えるかについて

懸念している。 

 

港湾へのサイバー攻撃は、現在、港湾事業者が直面している最も大きくかつ

最も複雑な脅威の一つである。日本の名古屋港は 2023年７月にランサムウェア

攻撃の標的となり、国際港湾における最新の例となった。その事件では、貨物梱

包が妨害され、多くのデータが削除され、３日間コンテナターミナルの操業が停

止させられる深刻な事態となった。 

 

組織の性質のために港湾がサイバー攻撃に対して脆弱になったことを今、港

湾者は痛感している。 

様々な異なる ITシステムを導入している別々の会社によって運航される、多

くの船舶を受け入れることが、ネットワーク侵入やハッキング、ランサムウェア

攻撃を行うに当たって最適な環境となっているのである。 

 

港湾のサイバー保険を検討する際に、組織全体のあらゆる分野のサイバーセ

キュリティー能力や、さらされているリスクについて評価することが、港湾やタ

ーミナル事業者のよい出発点である。 

 

上記の評価に取り組むことは、港湾のサイ

バー保険を契約する際の戦略的手法の一環と

して重要である。保険会社と交渉する前に、

システムや作業を可能な限り安全かつ最新に

することは、今や以前より重要なのである。 

 

保険業者は、定期的な評価や継続的な従業

員の教育と併せた、よく準備されたサイバー

セキュリティー方針を含む強固な危機管理方 

EDWARD MCNAMARA 氏  針と手順についての確固たる証拠を求めてい 

る。 

 

このことは、潜在的な脅威を特定し、取扱情報の価値や機密性について算定

し、そして現在の安全対策を評価することを含んでいる。 

 

第三者責任を含むサイバー犯罪に関する回復費用の支払いの支援において保

険はより重要な役割を果たす可能性がある。加えて、サイバー攻撃を受けた際に、

助言や支援を行う専門家を紹介するといった事件対応サポートを提供する保険

契約もある。 

 

しかしながら、サイバー保険の補償はリスクに対する責任から解放するもの

ではないことを強調するのは重要である。港湾やターミナルの事業者は、継続的

な改善を中心としたサイバーセキュリティー計画を維持することが求められて

いる。 
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2023年 11月 12 月号 VIEW ASTERN                 カスピ海横断貿易航路 

From ancient linkage to new ones 

 

古くからの繋がりから新しい繋がりへ 

翻訳者： 千葉 拓永 さん 

北海道開発局 港湾空港部 港湾建設課 

 

歴史的な輸送ルートは、中国本土やインドから結節点であるカスピ海の北、南

を経由し、あるいはカスピ海上を横断して中東やヨーロッパに通っていた。 

輸送回廊は、何世紀にもわたって世界貿易に

不可欠な役割を果たしてきた。歴史的に重要な

カスピ海横断ルートは、今日のエネルギー輸送

の増加に伴い、再び重要性を増している。 

 

GORDON FELLER氏と INES NASTALI 氏による報告 
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カスピ海の最も有名な陸上輸送回廊は、中国本土とヨーロッパ、中東を結ぶ古

代の交易路網であるシルクロードであった。シルクロードは何世紀にもわたっ

て使用され、東西間の商品、思想、文化の伝達に大きな役割を果たした。 

 

このルートは、主にイタリア、エジプト、ギリシャの顧客が求めていた中国本

土で生産される絹織物の貿易を基盤として発展した。また、茶、染料、磁器も西

洋に輸出された。そこからラクダや馬などの家畜、蜂蜜、ワイン、金などが東へ

送られた。 

 

1500 年以上前から存在するこの交易路網は、紙や火薬など、他の製品も取引

されるようになり、世界の貿易を変えた。15 世紀にはオスマン帝国が台頭し、

西洋諸国に対して税金を課し、貿易商の宗教に関する規則を導入したため、ルー

ト間の貿易関係は遮断された。そのため、ヨーロッパ人は西に目を向け、貿易を

継続するために海に出た。 

 

ヨーロッパと東アジアを結ぶ海上輸送が優位であったため、南西のカスピ海、

北西の東ヨーロッパから、東は中国西部やモンゴル、そして南のアフガニスタン

やイランから、北はロシアまで広がるアジアの一地域である中央アジアを経済

的な停滞に追いやった。 

 

この地域は、大部分がロシア帝国に組み込まれ、1917年から 1991 年までソビ

エト連邦の一部で、貿易の大半は北のロシア連邦に流れていた。しかし、パイプ

ラインや鉄道を中心に、新しい輸送回廊が徐々に開通した。 

 

この地域で最も重要な陸上輸送回廊のひとつが、カスピ海横断鉄道（TCR）で

あった。それは、アゼルバイジャンのカスピ海沿岸にある Bakuと他のロシア帝

国の地域を結ぶために、ロシア帝国の強制労働者によって建設された。TCRの建

設計画は 1880 年に始まり、1900 年に完成した。この鉄道は全長 1,468km で、

Baku とウズベキスタンの Samarkand、そして現在のトルクメニスタンの都市で

ある T rkmenbaşy、Ashgabat、Merv を繋いでいた。 

 

TCR の建設によって、人間の移動だけでなく、石油、綿、砂糖、灯油、木材、

鉄、建築資材などの物資をヨーロッパとアジアの間で迅速かつ効率的に輸送す

ることが可能になった。 
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「1893 年以降、ロシアの企業家たちはこの鉄道を利用して西側から大量の小

麦を輸入し、この地域に著しい経済効果をもたらした。小麦の輸入は、Syr Darya

川渓谷と Amu Darya 川渓谷で小麦から綿花栽培への農業転換を促す決定的なも

のだった。」と、スウェーデンの KTH Royal Institute of Technology の研究者

Per H gselius氏は、自身の論文『The hidden integration of Central Asia: 

The making of a region through technical infrastructures』の中で報告し

ている。 

 

「ロシアへの綿花輸出とロシアからの小麦輸入の見通しが立ったことで、次

に、鉄道システムの建設者たちはさらなるプロジェクトを提案することを思い

ついた。こうして 1906 年、ロシアは Orenburg からカザフの草原地帯を経由し

て Tashkentに至る新しい中央アジアの鉄道を完成させた。」と彼は付け加えた。 

 

しかし、150年以上前、TCRはロシア皇帝によって、中央アジアの帝国主義の

支配を強化する手段ともみなされていた。これにより、ロシアは不穏な事態が発

生した地域に迅速に軍隊を派遣することが可能となり、皇帝が豊かな植民地を

征服するのを確実にした。その多様な用途を考えれば驚くことではないが、TCR

は今日でも使用されている。 

 

「第二次世界大戦後、天然ガスパイプラインという、同様に重要なインフラが

追加された。この開発はソ連のガス省が主導したものである。1950 年代、ソ連

の地質学者がウズベキスタンの Bukhara 近郊の Gazli で複数の大規模なガス田

を発見した時に、この開発が始まった。ロシア政府は直ちに、これらの油田を生

産的に利用するために、新しい化学工業コンビナートを隣に建設することにし

た。」と H gselius氏は言った。 

 

しかし、「ガス資源は非常に膨大で単一の現地のコンビナートではそのすべて

を吸収することはできないであろう、ということがすぐに判明した。」と付け加

えた。 

 

ガス省はその後、ウズベキスタンの天然ガスを他の中央アジアのソビエト連

邦を構成する共和国に供給するための地域間パイプライン・インフラの建設に

着手した。「これにより、この地域の石炭と石油の大幅な節約が可能になり、

Fergana 渓谷やその他の場所で発見されたいくつかの小規模なガス田をパイプ

ラインに統合することも可能になると、専門家たちは考えた。」 
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ガス省はその後、ウズベキスタンの天然ガスを他の中央アジアのソビエト連

邦を構成する共和国に供給するための地域間パイプライン・インフラの建設に

着手した。「これにより、この地域の石炭と石油の大幅な節約が可能になり、

Fergana 渓谷やその他の場所で発見されたいくつかの小規模なガス田をパイプ

ラインに統合することも可能になると、専門家たちは考えた。」 

21 世紀に入り、エネルギー生産地としての中央アジアの重要性がますます高

まるにつれ、各国はさらに数本の石油と天然ガスのパイプラインを建設した。そ

の他の商品貿易については、2010 年代に中国と EUを結ぶ鉄道がカザフスタンを

経由して運行するようになるまで、新しい輸送回廊の開通には時間がかかった。 

 

カスピ海横断輸送回廊における最も重要な開発のひとつが、国際南北輸送回

廊（INSTC）である。INSTCは、インド、イラン、アゼルバイジャン、ロシア、ヨ

ーロッパ間の貨物輸送のための、全長 7,200kmの船、鉄道、道路による複数の輸

送モードのネットワークである。INSTCは、年間 1,830万トンという輸送量の予

測から、ヨーロッパと湾岸地域を結ぶ主要な商品輸送回廊になると期待されて

いる。 

 

ロシアとウクライナの戦争が続く中、貿易ルートについても、いわゆる中部回

廊を中心に再編成されつつある。その範囲はトルコから中央アジア、中国本土に

まで及ぶ。海運各社はインド洋を通る伝統的な海上ルートに加えて、ロシアを迂

回するカスピ海横断ルートでの鉄道サービスを確立した。 

 

「この回廊の主要な構成要素には、カスピ海東西・中部横断回廊構想、カスピ

海横断国際輸送ルート、およびコーカサス横断貿易・輸送回廊が含まれる。中部

回廊を支持する人々にとって、中部回廊は古代のシルクロードに新たな息吹を

吹き込むだろう。」と、Foreign Policy Research Institute の上席研究員 Felix 

Chang氏は言う。 

 

「中部回廊に対して彼らが興奮するのは、東アジアとヨーロッパ間の貨物輸

送に必要な時間を、最短 12 日に短縮できる可能性があるからだ。実現すれば、

ユーラシア大陸のもう 2 つの主要貿易ルートである北部回廊とインド洋経由の

海上貿易と肩を並べることになる。」と彼は説明した。従って、輸送にかかる時

間は 1週間短くなるだろう。 

 

しかし、これをうまく機能させるためには、信頼性が重要な問題となる。「貿

易ルートは、商品を安く、予定通りに運ぶことができればそれでいい。そのため

には、効率化の促進と複合輸送サービスが必要だが、どちらもまだ中部回廊沿線

では十分に開発されていない。対照的に、ロシアのシベリア鉄道は、何十年もか

けて整備された輸送サービスのネットワークの恩恵を受けている。さらに、この

鉄道はロシアとベラルーシの大規模な工業地帯と人口中心地帯を通過するため、
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貨物量を増やし、コストを支払ってくれる。中部回廊は域内貿易の促進も期待さ

れるが、中央アジアとコーカサスの産業と人口の中心地はロシアよりはるかに

小さい」と Chang氏は言う。 

 

絵:カスピ海横断鉄道の建設 

写真:Universal History Archive/Universal Images Group via Getty Images 

 

もうひとつの課題は、カスピ海周辺の気候である。カスピ海は、中部回廊の貿

易の中で多くが通過しなければならない水域である。「カスピ海の悪名高い夏の

荒波はフェリーを何週間も遅らせることがあるため、しばしば起きるバクー港

の混雑を悪化させている。アゼルバイジャンは新しいターミナルやフェリーで

Baku 港のキャパシティを拡大しようとしているが、天候についてはほとんど何

もできない。」 

 

最後に、貨物が複数の国境や国を通過するため、追加チェックや関税が発生す

るという行政上の問題が中部回廊を悩ませている。「何年もの間、アゼルバイジ

ャン、ジョージア、カザフスタン、そしてトルコの代表が、この問題を解決する

ために会合を開いてきた。しかし、そのためのロードマップを作成したのは 2022

年 11月のことだった。彼らにとっては残念なことだが、このロードマップの完

全な実施には少なくとも５年はかかるだろう。」と Chang氏は言う。 
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ために会合を開いてきた。しかし、そのためのロードマップを作成したのは 2022

年 11月のことだった。彼らにとっては残念なことだが、このロードマップの完

全な実施には少なくとも５年はかかるだろう。」と Chang氏は言う。 

 

したがって、カスピ海横断回廊が短期的、中期的に成功するかどうかは、地政

学的な課題、インフラへの十分な投資、技術進歩の活用、地域協力の促進といっ

た、多くの要因に左右されることになる。 

 

世界的にエネルギーにおける優先順位が持続可能性へとシフトするなか、カ

スピ海周辺でも再生可能エネルギー・プロジェクトが推進される可能性がある。

太陽光、風力、その他の再生可能エネルギーへの取り組みに弾みがつけば、地域

のエネルギー安全保障と環境目標の両方に貢献する可能性がある。 

 

カスピ海の生態系は、乱獲、汚染、石油・ガス関連活動による影響を被り、ま

すます脆弱になっており、自然保護への注目はさらに高まるだろう。 

 

政府、非政府組織、企業は、結果としてより大きな回復をもたらす意欲的なプ

ロジェクトに資金が流れることに特に関心を持つだろう。これは、気候変動に伴

う異常気象の増加によるものである。経済発展と環境保全の両立は、最も注目さ

れるカスピ海横断プロジェクトの計画と実行に影響を与えるような目標である。 

 

この動きが成功すれば、中央アジアはいつの日か、貿易と他地域とのつながり

によって活気ある十字路としての歴史的地位を取り戻し、それによって経済成

長を促進し、その過程で地域統合を促進することができるだろう。 
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会 員 名 簿 
                                     （令和６年７月末現在） 

 正会員 

国土交通省港湾局 

国土技術政策総合研究所 

国立研究開発法人港湾空港技術研究所 

石狩湾新港管理組合 

苫小牧港管理組合 

新潟県交通政策局 

東京都港湾局 

川崎市港湾局 

横浜市港湾局 

静岡県交通基盤部港湾局 

名古屋港管理組合 

四日市港管理組合 

神戸市港湾局 

  広島県土木建築局 

境港管理組合 

北九州市港湾空港局 

福岡市港湾空港局 

那覇港管理組合 

東京港埠頭株式会社 

横浜港埠頭株式会社 

横浜川崎国際港湾株式会社 

名古屋四日市国際港湾株式会社 

阪神国際港湾株式会社  

(公社)日本港湾協会 

(一社)日本埋立浚渫協会 

(一社)港湾荷役システム協会 

(一社)寒地港湾空港技術研究センター 

(一財)国際臨海開発研究センター 

（一財)沿岸技術研究センター 

(一財)港湾空港総合技術センター 

（一財）みなと総合研究財団 

株式会社 Ides 

五洋建設株式会社 

東亜建設工業株式会社 

東洋建設株式会社 

若築建設株式会社 

(株)不動テトラ 

前田建設工業株式会社 

 

 

 

 

正会員   38団体 

個人会員 36名 

合 計   74会員 
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会 員 名 簿 
                                     （令和６年７月末現在） 

 正会員 

国土交通省港湾局 

国土技術政策総合研究所 

国立研究開発法人港湾空港技術研究所 

石狩湾新港管理組合 

苫小牧港管理組合 

新潟県交通政策局 

東京都港湾局 

川崎市港湾局 

横浜市港湾局 

静岡県交通基盤部港湾局 

名古屋港管理組合 

四日市港管理組合 

神戸市港湾局 

  広島県土木建築局 

境港管理組合 

北九州市港湾空港局 

福岡市港湾空港局 

那覇港管理組合 

東京港埠頭株式会社 

横浜港埠頭株式会社 

横浜川崎国際港湾株式会社 

名古屋四日市国際港湾株式会社 

阪神国際港湾株式会社  

(公社)日本港湾協会 

(一社)日本埋立浚渫協会 

(一社)港湾荷役システム協会 

(一社)寒地港湾空港技術研究センター 

(一財)国際臨海開発研究センター 

（一財)沿岸技術研究センター 

(一財)港湾空港総合技術センター 

（一財）みなと総合研究財団 

株式会社 Ides 

五洋建設株式会社 

東亜建設工業株式会社 

東洋建設株式会社 

若築建設株式会社 

(株)不動テトラ 

前田建設工業株式会社 

 

 

 

 

正会員   38 団体 

個人会員 36 名 

合 計   74 会員 

 

 

個人会員 

 赤 司 淳 也 

 新 井 洋 一 

井 上 聰 史 

 上 原 泰 正 

 小 幡 瑞 宏 

小 原 恒 平 

 筧    隆 夫 

 角   浩 美 

栢 原 英 郎 

 川 上 泰 司 

菊 池 宗 嘉 

坂 田 和 俊 

佐々木  宏 

眞 田  仁 

鈴 木 純 夫 

篠 原 正 治 

須 野 原 豊 

染 谷 昭 夫 

竹 村 淳 一 

 中 尾 成 邦 

中 村 禎 二 

成 瀬   進 

西 島 浩 之 

西 野 弓 子 

 橋 間 元 德 

藤 井   敦 

藤 田 郁 夫 

藤 田 武 彦 

 藤 田 佳 久 

    古 市 正 彦 

    丸 山 隆 英 

       元 野 一 生 

 山 縣 宣 彦 

 山 田 孝 嗣 

    山 本   忍 

     吉 見 昌 宏                                                   

敬称略 
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編集後記 

 
ＩＡＰＨ日本フォーラム第 6１号をお届けします。 

 巻頭言は 7 月の総会をもって会長をご退任された中尾前会長にご執筆を

お願いしました。世界各国で開催された総会の思い出について書いていただ

きました。長年にわたり会長職を務められたことに対して、深く感謝申し上

げます。新会長並びに役員の方々、そして会員の皆様と共にさらなる発展に

努めてまいります。 

 東京港埠頭株式会社代表取締役社長の服部 浩様よりご寄稿をいただき

ましたことに深く感謝申し上げます。東京都が昨年 12 月改訂した東京港第

9 次改訂港湾計画等を踏まえて、本年 3 月に策定された 2024 年度（令和 6

年度）から 10年間を見据えた経営ビジョン「CONNECT TO THE FUTURE」とそ

の前半 5年間の具体的な取組を示す経営戦略（第 6期中期経営計画）をご紹

介いただきました。 

 国際港湾協会事務総長の最近の動向の記事にもありますが、会員の皆様方

におかれましては、10 月 8 日～10 日のハンブルク総会へのご参加をお願い

申し上げます。併せてスポンサーシップの募集を行っておりますので、ブラ

ンド力の向上や自社製品・サービスのプロモーションのためにこの機会を是

非ともご活用いただくよう、ご検討をお願い申し上げます。 

 また、来年は神戸での総会ですので、さらに多くの会員の方々が参加され

るものと期待しております。 

 

令和 6年 7月 16日 

国際港湾協会日本会議事務局長 山本 忍 

住所 〒105-0022 

東京都港区海岸 1－16－1 

ニューサウスピア竹芝サウスタワー7階 

（国際港湾協会と同住所です。） 

電話：03-5403-2770 

FAX：03-5403-7651 

e-mail：s_yamamoto@iaphworldports.org 



　

● 巻頭言　IAPH との 25 年 
 前国際港湾協会日本会議会長 中尾　成邦
● 国際港湾協会の最近の動向 国際港湾協会事務総長 古市　正彦
● 寄稿 「世界に誇るリーディングポート・東京港を未来へつなぐ」
 東京港埠頭株式会社代表取締役社長 服部　　浩
● Ports & Harbors 

（2023 年9月10月号及び 2023 年11月12月号）掲載文献の紹介 （11編）
● 会員名簿

東京港大井ふ頭コンテナターミナル　写真提供 東京港埠頭株式会社

世 界 港 湾 の 動 き
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